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経済学研究第30巻 第3号 97 (777) 

鉄鋼合弁企業における技術移転(1)
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はじめに

米山喜久治

小論は戦後日本鉄鋼業の海外技術協力関題に関し，新日本製鉄のマレーシ

アにおける合弁企業，マラヤワタ製鉄 (MalayawataSteel Bhd.)への技術協

力の事例を中心に鉄鋼業における「適正技術Jの開発と移転を考察しようと

するものである。

1950年代に端緒的に現われ70年代に入って本格化した日本鉄鋼業の海外

技術協力は臨海新鋭製鉄所の建設，操業を通して開発し蓄積されてきた技術

力に世界各国が注目し，自国の鉄鋼業の創始，発展の為に日本の協力を求め

たものである。

南北問題の緊張を背景にして諸外国特に低開発聞は，日本の産業にとって

単なる原料供給や製品市場を提供する存在ではあり得なくなってきた。日本

を含む先進諸国が低開発国の自立的な国民経済の確立を自的とした経済社会
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l.lD発に関述して各種の協力を行なう事が国際社会の安定と平ー手口の為にも不可

欠となってきた。

一国の伝統社会の開発がかかえる間有の問題解決のための最適解たる事業

を実現しうる技術を「適正技術」というなら，この「適正技術」の開発と現

場での移転こそ， 1980年代の国際社会において日本鉄鋼業が果すべき重要な

課題の一つであろう。

小論をまとめるにあたっては，新日本製鉄側，八 11幡製鉄所 中川一氏，機

平一郎氏，松井大三郎氏，後藤博夫氏，小川古弥氏，問中克佳氏，長WIf孝

j毛，字山英品氏，組HB正夫氏，梶|笛j文k;lttc，古木博光氏，赤間良彦氏，大分

製鉄所 西村武門氏，浜崎五十六氏，本社大石将司氏，小泉八郎氏，今村

1sJt一氏，岡田三郎氏， 日鉄化学制 酒井薫夫氏， (社)日本プラント協会

御手洗良博氏， 日本資源制 大岩泰氏， (財)海外技術者研修協会 千代日i

博明氏をはじめ多数の方々の全而的な御協力をいただいた。記して感謝の意

を表したいと思います。

第 l章研究の日的と方法

1-1 問 題 提 起

戦後の日本経済は，欧米先進諮問からの技術導入に依存しながら各産業部

門の革新意欲を原動力として 1973年秋のオイルショックに至るまで高度成

長をとげてきた。

日本の経済成長は，技術革新の導入とそれによる生産技術の高度化に対応

した管理の高度化，経営卒新の推進によって達成されたものである。外国技

術の導入は，鉄鋼，電子工業，石油化学，自動車等をはじめとしてほとんど

全ての分野にわたっている。日本の企業は，導入技術を基軸に新工場を建設

し各種の製品を生産・販売して成長をとげてきたのであるが，導入技術に

加わえて独自の技術開発を行なったこと，さらに高度な管理技術を生産工程

に適用し発展させたことが， 70年代において世界有数の生産性と高品質の製

品を生み出し得た主要な要因と考えられる。
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オイルショック以降の位界的な景気の低迷と経済の低成長期にあってもな

お，経営卒新によって 1ft界の最高水準の生産性を維持し，製品の高品質と低

価格の持つI窓際競争力によって，輸出をめぐって欽米先進諸国との経済摩擦

すら惹起する日本の企業の動向は世界の設目するところとなっている。

特に鉄鋼業は，太平洋戦争によって壊滅的な打撃を受けながらも，戦後傾

斜生産方式の導入による復興を経て，第 1次，第 2次，第 3次の合想化計画

の実施により世界有数の生産力と技術力を持ち得るにいたった。

高炉， LD転炉，連続鋳造，ホットストリップ・ミノレ， コールド・ストリ

ップ・ミルという基本的生産システムを世界の技術的先進諸国から導入しな

がらも，システム全体の大型化，高速化，連続化，自動化を達成し， コンピ

ューター・コントロールによる高度な管理技術の開発・発展を基礎に，名、エ

ネノレギー，作業能率の改善を実現してきた。叉，環境公害問題に対処するた

めエネルギー，排出物の阻収と再利用，鉄鋼生産の副産物たるスラブの有効

利用の為の技術開発が推進されているO

1973 :fpこは， 日本鉄鋼業は史上初の粗鋼生産量年 1億 tの水準を突破し，

1億 1，932万 tに達した。オイルショッグ以降 1億 2，000万 t程度で低迷し

ているものの，ソ連，アメリカに次いで世界第3位の水準を保っている。

そして省力化と自主技術開発による技術革新で原油価格の急騰に誘発され

た鉄鋼の主原料たる鉄鋼石，原料炭の入手価格の急騰， コスト問題を克服し

つつ，輸出についても 1973年には 2，480万 t(世界の輸出シェアの 23.3%)，

1977年には， 3，362万 t(同 30.0%)を占め，位界一の鉄鋼供給基地としての

地位を確立している。

叉生産力や製品輸出に加えて技術力についてみると 1977年に鉄鋼業は技

術輸出 152億 1千万円，技術輸入 77億 9千万円，その比1.95で全製造業中

最高の水準を示している。(全産業輸出計 933億 2千万， 輸入 1，900億 6千

万円，比率 0.49)0

さらに鉄鋼業は， 1957年のブラジルにおける一貫製鉄所ウジミナスへの合

弁企業設立による海外技術協力を鴨矢として 1974年までに合計 85件の海外
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合弁事業による技術協力をアジア，ラテン・アメリカの発展途上国を中心に

展開しており，その経営の国際化はいちじるしL、。

日本の企業は，鉄鋼業に典型的にみられるように企業の高度成長と高生産

性さらには自主技術の開発と海外技術協力を実現し，今や質・量ともに世界

経済に重要な位置を占めるにいたった。

企業経営の国際化がますます強く要請される 80年代にあって， 日本の企

業の経営管理の特殊性と普遍性を国際比較の視野において解明することは，

国際摩擦を最小にしながら日本の企業が世界経済に貢献する可能性を探求す

るためにも重要な意味を持っていると考えられる。

1)経済摩擦については，次の文献を参照。公文浮 (1980)I日米鉄鋼摩擦の現況JU"経

済評論~ 7月号所収。

下JII浩一(1980)I日米自動車摩擦とその背景J，W経済評論~ 7月号所収。

2)鉄鋼統計委員会 (1979)~鉄鋼統計要覧~ p. 2270 

3)科学技術庁編(1979)W科学技術向議~ (昭和 54年版)P. 1710 

1-2 研 究 の 白 的

先進国，後進閣を間わず，人間にとって自己の所属する文化とはちがう兵

文化(外国)を研究することは，相手の文化を深く識ると同時に自分自身を

識ることを意味している。外国企業の研究をする事は， 日本企業主ど深く理解

する事に結びついている。

外国の企業に関する研究は，他のあらゆる分野の研究と同様にまず第 l段

階として文献の翻訳からスタートし，第 2段階として各種統計等の 2次資料

による研究があり，第3段階としてフィールド・ワークによる 1次資料(オ

リジナル・データ)を基礎とした研究がある。戦後の日本人研究者のフィー

ノレド・ワークによる外国企業研究は，津田(1967)のアメリカ労働組合の研

究を鳴矢としてスタートし，司馬(1973)の火力発電所を研究対象とした 8

カ国の国際比較研究，間 (1974)の日英の工場内労使関係の比較研究，さら

に小池 (1977)の労資関係の日米比較研究，間谷 (1978)の労使関係の国際

比較等がある。
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一方外国人による日本企業研究としては， Abegglen，]. (1958)による 1::1

本的経営の発見に始まり， Col巴， R. (1971)の日本の職場の労働者に関する

研究， Dore， R. (1973)の労使関係の日英比較研究， 日本人との共同研究た

る Marsh，R.高成(1976)の日本の工場における管理システムの研究等が

ある。

1970 年代に入って次々と実施されたフィーノレド・ワークによる研究成果の

発表は，経営管理の1:3本型を提示するものであり 従来の〔先進・近代的=

欧米諸国，後進・前近代的=日本〕というパラタイムを根底から問うもので

あった。

1760年代イギリスにはじまった産業革命は， 1830年にかけて欧州諸国に

およんだ。イギリスにおいて発明された社会システムとしての「工場制度j

は，世界各眉へと伝播し，受容され，定着したのであった。人類社会におい

て普遍性を持つ工場制度も，それぞれの国に定着し生きて機能するためには

閲有の民族文化と融合して発展してきたのであるO 工場制度の定着と発展に

すでに長い直二史と伝統を持つ欧米諸国は，その経営管理に関して国有のパタ

ーンを確立している。一方おくれて産業革命を実現した日本も 100年の歴史

的経験によって国有のノミターンとして個性を主張しうるだけ十分に成熟して

いる。

明治の殖産興業，富国強兵以来日本の外国研究は，欧米先進諸国の研究に

その主力を集中してきた。先進諸国の水準に等しい生産性をいかに実現する

かという率一が最重要な課題であった。他方低開発関に拐する研究は，戦前の

憾民地経営及び戦後の原料供給の確保と製品市場の開拓という問題意識に支

えられた経済中心の発想から脱却し得なかったといっても過言ではあるま

し、。

戦後の経済の高度成長による国民経済の重化学工業化を基盤として日本の

経済力は，世界有数のレベルに達し，経営の急速な国際化が進展する中で，

欧米先進諸国の研究が，従来よりもその重要性が増大するのはいうまでもな

い事である。しかし他方発展途上国と日本の経済の緊密度も急激に増大しつ
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つあるO こうした国際環境の変化に対応しうるだけの研究体制が十分に確立

されているとは必ずしもいえないのが現状ではあるまいか。

従来の経営科学に対する鎌出の「変化に対応しえぬ模倣理論Jとしての企

業の現場からの懐疑と批判，さらに黒沢の「日本の学問の国際性における劣

性」と経営科学の現状への内在的批判は，途と国の現場における生産性問題

解決の研究的実践からなされた反省、だけにきびしいものである。

このような現代の経営科学(広くは社会科学)がかかえる困難な現状を直

視し，不毛な「文献的認識の精村リの克服，さらに山田のいう「西欧祉会で

普遍的とみられるそのモデルを後進国に当てはめ，ズレ具合を測り，そのズ

レを近代化理論，革命理論で埋める」としう酉定的思考様式から脱してしな

やかな思考力と問題解決能力を回復する道はいかにすれば可能であろうか。

それは「日本の知性Jに欠けているものが「間有文化の尊厳への感受性で‘

あり，固有文化の底知れない規範カを評価する能力である。そしてわたした

ちは，世のr:jJが，けっして普遍主義的な原理を唯々諾々と受け入れるほど無

文化的ではないという見極めがへたで、ある。JとL寸矢野の指檎を謙虚に受

入れることからスタートしなければならないだろう。

すでにみたように欧米先進諸国との比較研究はすでに多くの蓄積があり，

日本の研究者の問題意識はここに集中する傾向がある。しかし先進諸国の'1"

で最も若くかっ非ヨーロッパ文化圏に属する日本は，発展途上関との比較に

おし、ても研究されなければならないであろう。

日本の経営管理の特質を探求しようとすれば， (欧米先進諸国 日本〕と

〔発展途上国一日本〕とし、う比較研究の 2つの基軸が不可欠と考えられる。

(第 1-1図参照)

さらにこの比較研究もすでに国有のノ之ターンを確立し発展させた先進諸国

の場合，オリジナノレ (A)はイギリスに由来するとしても定着型 (Aつが明確

である。定着型を対象とする場合，その国の産業革命j切の歴史的研究でなけ

れば，原型 (A)や過渡型(A')は重要な問題として浮んではこなL、。現代の

同時点における横断面を比較する静態モデルによる分析が有効性を発持する
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であろう。(第 1-2~I参照)

だが先進諸国からの技術協力によって工場制度を導入した発展途 l二国は.

直接投資，合弁企業の形態をとって工場が管理運営される場合も多く，その

|君臨有のパターンを確立する過渡段階にあるといってもし、し、だろう。

ゼロからのスタートを切って 1:¥もあさく，ダイナミックな発展と変化のた

だ中にある発展途上国においては，過渡型が重要な問題となる。そしてこの

過渡型は，技術移転 (TechnologyTransfer)のイ翠を形成している。

発展途と国にとって先進国からの技術移転は，技術提供問との文化政触で

あり，技術と新しいシステムの学ili;J過程である。これには一定の文化摩擦が

第 1-1図 *五銭符理の悶際比較

一一一一一ー竺竺flJl"主(1)一一一一一一一一一一一 比較研究(I1)

;ハ[ 7¥dHIl Ij}l 1， r~日汁「]7了下:~τ~一一一一一一噂一一一一『一一一一司一一一-一一-一一一司 一子司一一一一一一i[「「「「-一一一一一E一一一一一一句一一一一一一司一一一一一一-一一一一一-一一一一-一一一-一一'一司一-先逃 f務IlI沼主2i に二ご l11 本 i 発民途上U悶l悶盟

5 一一畑町司ーー帰一回一一曲J
」ー 一一一一一一… 」…町一一一一一一一一一一一一一-------一一一一一"J

第 1…2図技術移転の過程

技術移転の ;i!if¥l 

!己~~-~[ .;MiiJi!W以 1 1~[ 山(人) J 

ともなうことはさけられない傾向がある。

発展途上国における企業の管班システムを把掘しようとすれば，こうした

変化の過程のダイナミズムを解明しなければならなし、。このためには原型

(A)，過渡型(A')，定着型 (Aつの時系列解析を含む動態モデルによる研究

が必要とされる。

企業研究を志す日本人にとって日本の企業の経営管理の特質の解明は，研

究の出発点であると同時に帰着点となるものであるが，経営管理の日本的特

質の把握のためには， 日本をフィーノレドとした研究すなわち日本国内での企

業行動を研究するだけでは不十分であり，諸外国との比較研究が必要であ

る。そしてとりわけ外国における日系企業の企業行動の研究は，異文化のフ
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ィーノレドにおいて活動する FI本的経営システムを把握することであり，異文

化を鏡にして写し出された日本的経営を識ることを意味している。

さらに典文化のフィーノレターを経る技術移転の過程においては. 日本的経

営の中に含まれてし、る通文化的側面と回有文化的側聞が分離され，通文化的

側面が現場に定着する O それ故外国における日系企業の研究は，日本的経営

の特質を一層ダイナミッグに把握しうることになる O

鉄鋼業は，大手企業を中心に日本的経営を体現する代表的産業の 1つであ

り，その海外技術協力(適正技術の開発と移転)によって設立された合弁企

業の経営管理は， 日本的経営を角平明する最も有効な研究対象となりうると考

えられる。

本研究の目的は，日本と発展途上国(マレーシア)の企業の経営管理の国

際比較の視野のもとに日系合弁企業における適正技術の開発と移転の夕、イナ

ミズムを解明することにある。

1)外国人が日本を研究する意義についてフランスの人類学者ク P ード・レヴィストロ

ースは次のように語る。「二年半前 (1977.10)の訪日でひとつの啓示を受けた。日

本社会， 日本文明は実に主主かで、洗練された一つの見事な鏡だ。この相手としての鏡

に，プランス人の姿が映る。そのイメージは日本人と全く違うが，この鏡に姿をi映

すことによって自分がよく認識できるのだ。プランス社会は革命を基燃に工業社会

に入ったが，文化の伝統的価値は破壊してしまった。しかし，明治維新を通じて工

業社会に入った日本は，文化の伝統的側値を破壊せずに今日を築いた。この点に最

大の興味をもっている。j と。

fなぜ、日本研究が必要かーレヴィストロース教授に聞く J車)j日新聞 1980-3-15(タ

?の。また向教授の日本に関する報告は， r一民族学者のみた日本」大橋保夫総 n訟
造・神話・労働』所収にくわしい。みすず書房， 19790 

一方日本人にとっての外厨研究の意義について黒沼 (1980)は「インディヘナの

中で暮したことにより，私は彼らをひとつの鏡として，その銃に写し出された世界

をながめることによって，自分の姿をもそこに見出したのだった。jと述べている。

黒沼ユリ子 (1980)W メキシコからの手紙~ p. 200，岩波書応。

C.クラックホーンは「人間の営みを科学的に研究するためには，日にl決る事物だ

けでなく，それらを見ている目そのものについても知るべきことがあるのである。

人類学は人間に向って大きな鏡を差し出し，無限の変化を示す己れの姿をそこに見

てとらせるJと述べ，人類学が人間のための鏡で、あると主張する。
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C. Kluckhohn (1949) Mirror for Man. 光延明i宇訳 (1971)r人[1¥1のための鋭Jlp. 

13.サイマノレ出版。

2)津lI:lJl!;j致 (1967)Ifアメリカ労働組合の構造』日本評論社。

王寺烏正次 (1973)If労働の国際比較』東洋経済新報社。

間 宏(1974)11イギリスの社会と労使関孫』日本労働協会

小池和男(1977)If職場の労働組合と参加lJl東洋経済新報社。

IW;谷三3幸男編著(1978)If労使関係の国際比較J東大出版会。

1'，'.品谷は「これまでの日本における国際比較研究の一つの制約であった二次資料によ

る分析から一歩進めて，第一次資料によって国際比較を行なうという努力をも試み

た。」と，日本における研究が新しい場面をむかえたことを自覚的に述べている。

(同1::ill， p. 6-7)。

Abegglen (1958); The Japanese Factory， Glencoe， 1 11; Free Press. 

Cole. R. E (1971); Japanese Blue Collar， Barkeley; University of California 

Press. 

Dore. R. (1973) British Factory-Japanese Factory， University of California 

Press. 

Marsh. R. & Mannari (1976) Modernization and the Japanese Factory 

Princeton University Press 

叉，日本人研究者には f日本的経常Jは，欧米社会と日本社会の対比の中におい

てとらえられしている O その代表IY9な研究として， ~1tII:l:l実被(1 977) If日本的経営の

論理』中央経済社があげられる。

3)イギリスにおける工場制度の発展については，

堀江英・編 (1971)Ifイギリス工場制度の成立』ミネノレヴァ書房。

アメリカにおける工場制度の成虫と発展については，

Nelson， D. (1975)“Managers and Workers" Origins of New Factoτy System 

in the United States， 1980-1920. University of Wisconsin Press 

l盆見治人(1978)If現代大JE生産体制論』 森Ill~塁!古。

先進国(フランス，西ドイツ，イギリス〕においても金業組織の従業員の構成比，

織務の構造と調整および技能資絡，経歴体系には多面性がみられる。

M. Maurice， A. Sorge， M. Warner (1979) I組織における社会的差兵一フランス・

西ドイツ・イギリスの比較JIf組織科学JlVo. 13， No. 4， p. 37-55. 

4)桑原武夫は，日本人の西洋研究の特質について次のように述べている。

「明治以来，西洋を環解するには対象としてのものを浬解してきた。たとえば建築

では偲々の建物を理解する。その建物を支えている西洋の論理と感情があるわけで、

すが，そのうちの感情は抜かして論理は学びとる。そこに放れわざといっていし、大

変な努力が為ったわけ』で、すけれども，やはりその濯物ないし[河津建築全般のJ.:EITlWに
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はズレがあるっところが日本のものはただ感情で、とらえて，論理をつかもうとしな

かった。ですからわれわれは，両原作戦をやらなければならない。つまり西洋をも

っと感情的にとらえ日本を論理的にとらえねばならない。大変つらいところにきて

いる。」

{1lj伸一忠夫・多凶道太郎編 f論集・日本文化~ p. 81.くEnergy>特集号， 19710 

5) 日木における発展途上国研究の全体像、は，次の文献リストによって明らかである。

アジア経済研究所 (1978)If'発展途上国研究』アジア経済研究所。

6)鎌田 勝(1979)If'スタップ管理を打ち破れ~ p. 6-7.産業能不大学出版部

黒沢一i育(1978)i発展途上悶におけるプロダクティヴィティ・スキームとわれわ

れの課題J，If'日本経営工学会誌~ Vol. 29， No. 3， p. 213…217. 

iilヲ式論にとじこもり，既成のモデノレで、しか現場をみることのできない OR""7ン

やシステム屋，はたまた応用数学屋のJ，h象論議は，真剣勝負の場関である途上国の

PS論争場裏では物の役に立たない。」と，黒沢は述べている。

7) i文献的認識の精神Jについては，戸奴 潤(1937)i科学的精神とは何か IIf'戸坂潤

全集第 1 巻~ p. 306-316， ;s)J主主書房。

山間慶治i(1975) iアジア学の展開のためにJ，竹内好編¥ilアジア学の展開のため

に~ p. 23，創絵i社。

8)矢野 !陽 (1980)If'東南アジア|止界の論理~ p. 127-128，中央公論社。

9)異なる文化の抜触と急激な社会変動は，伝統社会の側値を根底からゆり動かし人々

の精神的不安定状態を生み出す。

['3人文化が侵入しつつある東ニューギニア地'市では，妄想型分裂病が多発してい

る。叉日本の離島においても同じ傾向がみられ「兵なる文化の接触地帯において，

とりわけ低い文化閤に属する例lから，妄想型分裂病が発生しやすい」。

B. G. Burton-Bradley (1975); Stone Age Crisis.荻野笹一訳『石器持代の危機』

星利害応(1979)。

荻野慎一 (1976)If'文化精神医学入門JIp. 76-107，塁手口蓄広，参照。

さらに一般的には，異文化との主主触，社会変動は，アルコーノレ中毒患、者の発生等

人々の精神病理と深く関係している O

10)日本的文化の特質や日本人の心理，行動様式から日本の企業の経営管理の特質を解

現しようとするアプローチもあるが，仮説の検証はマグロ一般の傾向を示す二次資

料によるため為説得力にかけるきらし、がある。文献研究による日本的経営の解明は

仮説の発想、には有効であろうが，科学的研究のーステップにしかすぎない。

ブィーノレト、におけるオリジナノレデータによる検誌を経て構築された理論で‘なけれ

ば抽象的一般論として成点しても，問題解決の具体的解決策を構想しうる理論たり

得ないであろう。

比較研究における研究調査については，村ILi元英 (1975)If'国際経営比較論』

p. 1-15.泉文堂，参照。
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1-3 研究の方法

一般に社会科学的理論は，問題意識の発掘，権認ー今野外探検→仮説の発想

→仮説の検証→数量化→特殊理論→中範聞の理論→一般理論の段階を経て定

式化され深化発展される。木研究は従来の研究成果を文献研究によってふま

えながらも野外探検による仮説発想的研究に力点をおき，鉄鋼業の海外技術

協力と合弁企業の経営管理を現場の問題発見的調査によって明らかにしよう

とするものである。これによって発想された仮説は，技術受入国(マレーシ

ア)の現地調査によって検託され， 日本鉄鋼業の対マレーシアへの技術協力

と合弁企業の経営管理の特殊理論の構築が可能となるであろう。さらにこの

特殊理論は，他産業の実態の解明によって，日本企業の国際的経営(対マレー

シア)に11(1する中範囲の理論として一般化されるO こうした中範盟の理論の

総合化によってはじめて日本企業の国際的経常論が構築されることになる。

第 1-3図に示すような構造として把握される海外技術協力は， 2国以上の

政府が関与し(閑連等も関与する)，複数の組織(企業)と多数の人々の参両

する|司祭的な問題解決行動であるO たえざる変化の中にある国際政治， m半，済

の力llt!Jにおいて実施されるため複雑な様相をみせる海外技術協力も問題解決

としてみた場合，基本的には次のような制約条件を持った問題解決と考えら

れる。すなわち

(1) 環境保全

(2) 省資源

(3) 省エネルギー

(4) 境地資源の活用

(5) 現地資本の活用

(6) 現地土着技術の活用

(7) 現地人の能力開発と活用

等が制約条件として挙げられる。このような制約条件の下に，特定地域の社

会経済開発の推進によって地域の人々の生活と福祉の向一i二を可能ならしめる

解決策としての具体的事業が他国の組織の技術的協力によって行われること
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第 1-3図 日本鉄鋼業と海外技術協力

I1 本 H 111 

|銀行|

一これが海外技術協力であるといえよう。

可能性を持ちながらもバラバラに存在するため独立しては師値を持ち得ぬ

諸資源(天然資源，エネルギー，人的能力，資本，土若技術等)を生きた一

つの全体として統合し，新しい価値を創造しうる計画の構想力と明確な理念

に基づき，具体的事業として実現化するためのワーダーシップが不可欠とな

る。

1:記の f~Jj約条例こを満足し，開発の最適解で、ある事業を実現するために必要

とされる技術な「適正技術Jと定義するならば，この適正技術こそは全ての

計画の鍵となるものである。そして，土着技術がこの条件な満足しないもの

であるならば，主rrたに適切な技術が開発されなければならなし、。さらにこの

適正技術は，必要とされる生産現場に機械装置や技術標準として体化され，

教育訓練を通して移転されなければならなL、。

そもそも海外技術協力は，ある|謹のある主II織が，独力で自己の開発希望を

実現する能力を持たない場合に，技術力を持つ他闘の組織に協力を求めると
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ころからスタートするのであるから，この適正技術の開発と移転は，海外技

術協力において最も重要な意味をもっている。

掴際的な問題解決行動と考えられる海外技術協力は第 1-4図に示すような

構造とプロセスをもっている。技術協力国と受入国の技術的格差(Technology

Gap)の小さい先進諸国間での技術協力による「技術移転はそれぞれが必要

とする技術を受入れる基盤が確立しているので製品，仕様，プロセスのベー

シックあるいはディテエノレデザイン関係の掴面やドキュメントを含めたブッ

クの売買で移転が終るのが普通である。」だが技術的格差の大きい発展途上

関では，ゼロからのスタートを切る;場合が多くあらゆる技術の移転が必要と

される。

先進国の発展途上国への技術協力を考える場合，ブィージピリティー・ス

タディから開始されなければならず，工場を建設し，その工場が受入国の経

蛍者，管理者，技術者，作業者ーによって安定的に操業されるようになった時

はじめて技術の移転が完了 Lたとし九、うるのである O そしてこうしたプロセ

スには， (1)工場計繭， (2)工場建設， (3)操業開始， (4)操業習熟， (5)操業

安定の 5段階が存在している。工場計画段階には，適正技術による製鉄所建

設の基本計画作成が対応している O さらに工場建設段階には，設備エンジニ

アリングが対J6し，工場の操業開始段階からの操業指導によって本格的な技

術移転が行われるO

技術移転の内容は小川(1976)が指摘するように，作業方法，生産技術，

管理技術，開発技術，経営ノウハウ等があり，作業方法の移転が比較的容易

であるのに比べて，生産技術→管理技術→開発技手!¥y-，経営ノウハウの願に様

準化が国難で担当者の創造性の開発と発揮が必要とされ，それに対応して移

転が悶難となる。工場の操業開始と同時に各レベルの技術の移転が開始され

ても，より下位レベノレの技術の移転が進展し，現実に生産工程が動き工場が

稼動しない事には，それらの技術の現場への定着を基盤として成立するよ位

レベルの技術の移転は不可能で‘ある。叉技術受入国の技術水準にあわせて，

手動中心の機械設備が導入されておれば，この設備の完全操業が可能になっ
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た段階から高度な管理技術であるコンピューターシステム技術の移転が可能

となる。コンピュータ・システム技術は，生産設備の自動化と密接に関連し

ているため，設備が一定の自動化の水準に達した段措からはじめて移転が可

能となる。設備の技術革新と関連しながら管理技術，開発技術の移転が行わ

れることになる O そして最終段階として，全ての技術を包括するライセン

ス・ノウハウの提供を含む経営ノウハウの移転が行われるのである。

こうして技術移転は人類の長い技術革新の歴史を圧縮した形において行わ

れうるのであり，例えば開発技術だけを他の技術との関連を持たずに移転し

ようとしても定着させることは非常に困難であり，又無意味なことになる。

次に技術移転に際しては，技術習得者の能力や思考パターンが問題とな

るO

アフリカのピグミ一族は，狩猟生活に必要な部品として約 3，000のものを

名前をつけて持っている。槍などの道具は，その作り )1，使い方を識ってお

り，狩猟に活用することができる。このように 1，000r則立の部品で暮らして

いる場合には， 1，000単位の部品のトータルが rIlt界」であり， 全ての部31

の作り)1，使い方を知っていることによって，それぞれのピグミーは 1人

1人がI止界観をもっている。

個々の部品(道具等)は，独立して取り上げられることなく，共同生活を

通し生きた全体の中における位置づけを与えられながら，古いi立代から新し

い世代へと伝えられてし、く O

部族の狩猟の名人の中にその担い手の個性的人格とともにソフトウエアた

る作業標準は存在する O 道具の現物とその作り方，使い方がj軍然、一体となっ

て人格から人格へと伝えられるのである。このように人類の発展史において

狩猟民の生活の"1こ:に存立した「生きた全体j は，生産技術の発展を基礎とす

る分業と協業の発展によって徐々に解体されてきた。長い歴史を経て，ルネ

ッサンスの天才レオナノレド・ダ・ピンチ (1452-1519) において科学者， 技

術者，芸術家を統合する「全人Jとして新しい形を得たのであった。

しかし産業革命の進展は分業と協業をより進展させ「専門家」を生んだの
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である。科学者，技術者，芸術家への分化であり，精神的労働と肉体的労働

の分裂であった。

こうして，人間の能力の中に生きた全体として存在した「具体的なものか

ら抽象的なものをイメージする能力」と「抽象的なものから具体的なものを

イメージする能力j は分断され，それぞれの能力が専門として独立したので

あるO さらに手の動作と連動していた頭脳の動きは手と分断されて，手を動

かしてものを作り，試行によって思考する即ち「手で考える」ことは，芸術

家や職人の特殊技能のi世界へと押し込められてしまうことになった。

そして客観的法則性を生産的実践において，意識的に適用する場である近

代的工場にあっては，精神的労働と肉体的労働の分裂は「技術者j と「作業

者」を生み出した。

現代社会の技術移転は，こうした技術者と作業者の社会的分業を前提とし

て行われるのであるが，移転される技術を潔得する者の能力によって多様な

分業と協業の形態が可能であり，移転の方法もそれに応じて多様性をもつこ

とになる。

第 1-5図に示すように技術移転における技術習得能力にはいくつかのノミタ

ーンと水準が存在すると考えられる。最も低い水準では，機械装置(ハード

ウエア)と設計図，技術標準，作業標準(ソフトウエア)及び教育訓練が有

機的関連性を持って提示されなければ，技術が習得され得なL、。
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第 1-5図技術移転と能力

ェア ソフト・ウェア 教

械装震設計図!技術標準(作業標準口頭説明I~ 山九
O 

O O 

O O O 

O O O O 

O O O O O 

O O O O O O 

O O O O O O 

訓練
T) 



鉄鋼合弁企業における技術移転(1) 米rll 113 (793) 

だが「抽象→具体Jの能力のすぐ、れた者は，機械の設計図を見ただけでそ

の機械の製作方法， 操作方法もイメージすることが出来る。幕末 1857年に

日本に初めて洋式高炉を建設し，その操業に成功した大島高任 (1826-1901)

の天才的技術者としての才能はここにおいて発揮されたものといえよう。

--fj r具体→抽象j の能力も非常に重要である。機械設備の現物を見るこ

とにより，その機械の操作方法が理解出来，機構を把握することにより，設

計図も書く事が出来， さらに製作方法もイメージしうる能力であるo r手で

考えるj能力に科学的思考力がプラスされたものであり，熟練工の技能の核

，心となるもので、あるO

技術者がシンボノレ操作と抽象的思考を得意とすれば，ものそれ自体に則し

て手で考える熟練工の思考法は相互に補完しあう関係にある。

適正技術の開発と移転を基軸とする新工場の建設と操業のためには，具体

的なもの(機械設備)と抽象的なもの(技術標準等)は結合し，統合されな

ければならなし、。学習と教脊訓練によって人間と機械設備が有機的関連性を

回復し，抽象的シンボノレの位界(技術)を加えて，生きた全体としての存在

が確立されなければならないのである。

さて 1人の熟練工によって操作が可能な小型機械(例えば旋盤)に関する

技術の移転は，あくまで偶人の能力開発が中心となる O しかし大型装置(例

えば高炉，転炉)を集団で操作する即ち人間・機械系において機械の「チー

ムによる制御j が行われる場合，熟練は集団の中に存在し「集団的熟練」と

なる。 ここではあくまで操作の為の「集団J(チーム)が編成され， その能

力が開発されなければならなし、。偲人が独立して担当ポジションの職務の習

熟を行なうだけでは不 1-分であり，集団の他の成員との緊密な協力の中にそ

の間熟が行われなければならなし、。

さらに操作者レベルの集団的熟練の養成に加えて，工程全体の技術的安定

状態を保つためには技術者はたえず技術的検討を行ない対策を考えて，操作

者の集団に指示しなければならなし、。連続操業を行ない炉内反応を直接制御

し得ない高炉操業の場合に典型的にみられるように作業者の集団的熟練に加
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えて技術者とのチームワークが不可欠なのである。

このように作業者が個人で、機械を操作しうる場合の技術移転と大型装置を

集団で操作する製鉄所における技術移転には，形態のちがし、が予測されるの

であり，集団的熟練を基礎にもつ装置型産業の技術移転はそれだけ高度のシ

ステム化が必要とされると考えられる。

次に本研究を進めるにあたって採用した調査方法は，新日鉄をはじめ関係

団体への関連資料収集調査及び、技術協力経験者への倒別面接調査と集合調査

である O 第 1-4図のフレームワークに拠りインタビュー調査の方法と内容

は，第 1-6閣に示すような質問項目の図解に従って，技術協力の実施過程で

生起した事実を出来るだけ具体的に話してもらう自由凶接法を採用した。さ

らに個人的記録を公開していただける人については日記，手紙を参照させて

いただく方法をとった。

こうした方法をとった理由は，本研究が現在までに蓄積された海外技術協

力に関する文献研究に基づく理論{反説をマラヤワタ製鉄の事例において検証

することを日的とするのでなく，逆にマラヤワタ製鉄への技術協力の全体像

を把握することにより日本の技術協力に関する仮説を発想しようとするため

であるO

技術受入国の異文化との交流が問題となる技術協力においては，個別ケー

スの研究を積み tげ，経験原則を抽出し，仮説の発想を行ないしかる後にこ

れを検証し，理論化するのが基本的な方法と考えられるからである。開拓的

創造的な仕事を解明するには，問題発見的調査によってまずその全体像を把

握することが必要であるO 従来の理論枠組によってその仕事を把握しようと

すれば，既成概念の枠組にとらわれ，創造的行為の最もエッセンシャルな部

分を見落してしまう危険性が存在する。

国際政治経済及び文化交流の一環としての海外技術協力に関して，正確に

「現場の事実」をふまえることなく展開される理論は，意図的な{剛直判断を

ふくみやすく，いたずらに議論の錯綜と混乱をまねき，問題解決になんら貢

献しない場合が多し、。
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第 1-6図技術指導をめぐって (Index図解)

IvIa!ayawataへの海外技術的J力

技術指導の方法と内符 外国での生活
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それゆえ海外技術協力に関する研究には，現段階においてはまずフィール

ド・ワークと事例研究が不可欠である。正確な事例研究を基礎に持たない文

献中心の思弁的理論研究は，科学的精神を忘却したものといえよう。

一般に企業研究に使用されるデータとしては次のようなものがある。まず

組織的に記録されたものとして，

(1) 個別企業の経営管理資料(非公開)

(2) 社内報(社員の為のもので社外非公開多し)

(3) 有価証券報告書

(4) 社史

(5) 企業の PR誌(紙)

(6) 各種官庁統計，業界統計

(7) 業界誌(紙)，一般誌(紙)の記事

等がある。さらに研究者の主体的な働きかけ(調査)によって引出されるデ

ータとして，経営実務担当者へのインタビュー調査データ，アンケート調査

データ，さらに，研究者による現場観察データがこれに加わる。又本来外部

に公開されることを目的としない当事者個人の記録である日記，メモ，手紙

などがある O

科学的研究にとっては，いかに「現場の事実」に接近するかとし、う事がそ

の研究の成谷を決定する。解明したい事象の本質的特性を表わすデータ，こ
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れをどキーデータと rl子ぶならこれこそまさに研究の要石となるものである。

本研究においては，インタピュー調査によって得られたデータ，個人の記

録，調査によって提供された各種経営管理資料及び、すで、に公開された各種資

料が素材として使われた。

企業研究にとって各種統計資料は，マクロ分析のレベルでは有用であって

も，個別企業の経営管理行動を把握するにはこうした数量的データだけでは

不卜分であるO 行動そのものを具体的に記録した質的データが必要とされる

が，調査によって得られたデータがこれにあてられた。

次に在外日系企業特に合弁企業の設立による技術移転を行なう海外技術協

力の研究には，日本と企業設立聞というフィールドの座標軸だけで、なく研究

の国籍という第 2の座標軸が必要とされる。(第 1-6表参照)

技術協力による合弁企業の設立と経営は，受入国には大きな文化変容をも

たらすものであり，人々の生活に深刻な影響を与える。こうした重要な問題

を解明するには，技術協力をする側からの研究だけでは不十分であり，技術

協力を受入れる叙~からの研究が不可欠である。つまり技術協力は，メダノレの

表と裏の両側而から研究されないと正確な全体像が把揮され得ないのであ

る。

例えば，第 1-6表の(1)におけるように，日本人が日本の国内だけのデー

タで技術協力を議論するやり方は， 白本人の価値を前提とし，日本語によっ

て日本人の論理を展開することであり，必ずしも技術受入国の人々の全部的

な賛同を得るとは限らない側面を持っているO 又，二国間の国際問題につい

て当事者が語る場合，中立的な立場はあり得ず自閣の利益を代表せざるを得

ない傾向をもっている。

しかし，現場の事実を基盤にして思考する科学的精神を持つ者には，現場

の実態調査の共同作業，データ作り，データの共有化，データ組立て，仮説

の発想のプロセスを経て，共通の認識を持ち得る可能性が聞かれているO こ

こに技術協力に関する国際共間研究の根源的立脚点が存在するものといえよ

う。
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第1-6表国際技術協力の 研 究

市民(日本人)

技術受入国

市民(マレーシア人〕

その他第3留の市民

技術協力国

(日本〕

(I)御手洗(1967]

技術受入国

〔マレーシア〕

(1I)御手洗 (1967] 

烏活 (1978J 

Chai & Iso (1975J 

(rv) c. P. Lim & L. P. I (IIl) Chai & Iso (1975J 

Ping (1979J 

(V) 

C. P. Lim & L. P. Ping 

(1979J 

(VI)欧州鉄鋼調変[~I

I. F. C調査団

さらに第 3者の立場からの研究も必要とされている。例えば国連機関のワ

ーダーシップの下に，協力国，受入国，第 3掴の研究者がプロジェクト・チ

ームを作り，技術協力の全過程を追跡調査する方法が 1つの方法ーとして考え

られる。

このように複雑な問題をはらむ，技術協力に関する研究は，民11祭，学際，

産業界と学界という多次元レベルの異質の交流と多間的な協力によって実施

されなければならなし、。

本研究で研究対象をマレーシアのマラヤワタ製鉄に設定した:Illl由は，

(1) マラヤワタ製鉄は東南アジア唯一の鉄鋼一貫製鉄所である。

(2) ブラジノレ・ウジミナス製鉄所への技術協力は，鉄鋼会社(八幡製鉄，

富士製鉄， 日本鋼管，川崎製鉄，住友金属工業，中山製鋼所)と三菱

重工業等プラントメーカーの共同事業として展開されたたが，マラヤ

ワタ製鉄へは， 日本を代表する新日鉄 (1日八幡製鉄)一社によって技

術協力が行われた。技術移11去を通して日本的経営の特質を解明するに

は有効な研究対象であると考えられる。

。)マラヤワタ製鉄は，マレーシブ国内の鉄鉱石とゴム闘のゴムの廃水を

利用した木炭を原料とする木炭高炉(!it界的にユニークな技術体系)

な持っている。この技術体系は，現地資源の活用，省資源，省エネノレ
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ギー，土着技術の活用等の適正技術の必要条件を満足するものとなっ
19) 

ているO

(4) 1:1本人技術者の技術指導が完了し，製鉄所は，数名の 1::1本人経営者を

!徐きあとは全てマレーシア人白身の手によって安定的に操業され，経

営業績も良好である。開発技術，経営ノウハウが移転中であっても工

場操業の技術についてはすでに移転が完了して←ると考えられる O

(ら)日本人研究者のみならず現地マレーシア人の追跡調査が行われ，その

評価は一致してマラヤワタ技術協力プロジェグトが成功し，マレーシ

ア社会の発展に大きく貢献したことが検証されている。

士事が挙げられる。

調査対象企業(団体)は，次の通りであるが，調査期間は， 1977 {f. 7月か

ら80年5月にわたっている。

新日本製鉄(株) 本社

国 大分製鉄所

同 八|幡製鉄所

臼欽化学(株) 本社

EI本資源(株) 本社

(社)日本プラント協会

(財)海外技術者研修協会

以上の企菜 (1主体)において合計 47名の関係者に面接した。

1) I問題意識の発掘・確認→野外探検→仮説の発怨→仮説のy倹証Jの位置づけについ

ては， JII喜悶二郎 (1973)W野外科学の方法，~ p. 14-79，中央公論社。

社会科学における[実証」の意義については，島|埼稔(1979)W社会科学としての

社会調査Jlp. 1-14，東大出版会。

数量化理論については，林知1己犬・杉山孝喜一(1964)~市場調査の計画と実際』日

刊工業新潟社。

数学的解析方法については， 安閑三郎(1970)向上会調査の計l謝と解析』東大出版
A 
コ"'0
中範聞の理論についてはR.Mcrton; Social Theory and Social Structure 
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(1957)，延長束奇{也訳『役会理論と社会情造』みすず記Eぢ(1961)。

中範囲の理論の組織研究への適応については， c. C. Pinder & L. F. Moore (Ed)， 

(1980). 1¥1iddle Range Theory and the Stucly of Organization， The University 

of British Columbia. 

質的データと量的データについては，見出京介(1965)W現代日本の精神 tb'iJ1'ì~ p. 

167-202，弘文索。

社会的統計資料(データ〕のH今味については， 松凶芳郎 (1978)WデータのJ!Il論』

お波書rgo

2) 1企業の技術革新の導入も多部門多溺層にわたる問題解決行動である。製鋼工場の

職場集団の問題解決行動については， 111:著 (1978) If技術革新と職場管理~ p. 276 

320，木鐸社においてすでに検討した。叉，オープン・フィールドにおける実験集

団の問題解決行動については， ~11l稿 (1979) i集|却の問題解決行動jWKJ法研究J

(第2号)p. 52-72において検討した。

3) E. F. Schumacherは，先進工業国において発展してきた「巨大技術jと「土若の

技術」の中間に位置する技術として「中間技術jの開発を提起している。

Schumacher (1973); SmaJl is beautiful;斎藤志虫[1訳『人間復興の絞済Jlp. 130-

142，佑学社， 19760 

i['Q際経済学の中では技術は生産要素であり， 技術移転は生産要素の国際!日j移動

とみなされる。j，i生産要素移動論における資本や労働は量的次元で行ったり引上

げたりする移動現象としてとらえられるのに対して，技術移転は質的比較が中心と

なり，伝播または伝主主現象としてとらえられるべきものである。」斎藤俊 (1979)

『技術移転論Jlp. 20-21，文兵~。

校術移転 (TechnologyTransfer)は「技術の場所的用途的移行と環境へのj創刊

現象Jと定義される。小林達也(1972)iテクノロジー・トランスファーj~科学史

研究Jl11. 11， p. 236-2400 

技術移転のガ法 (channel)として，

① 機械設備(ハードウエア)の移転

② 情報ーマニょアノレ〔作業主要準)，仕係書，設計図その他の供与

③ 移転されるべき技術に関する教育訓練，工場実習

④ 講演会の開催

③ 経営者，管腹立岩，技術省，熟練工(技能者)の派遣

等がある。

4)田中政主主 (1978)i発展途 i二国に対する段術移転のすw商jIfケミカノレ・エンジニア

リング』ワ8年 1月号， p. 180 

5)新日鉄の海外技術協力の実務からの技術協力のプロセスの定式化

① フィージピヲティースタディ (FeasibilityStudy)，鉄鋼需要，生産計画，労
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[効力，輸送， ~京燃料，諸)羽役などの調在の J: ， -，1守製鉄所の立地選択，慨略設

備計画，採算性について幾つかのプランを作成，検討しプロジェクト推進百I容

の決定に資する。

② ベーシック・プラニング (B出 icPlanning) ブ口ジェクトの推進が決定され

7こ後，立:l11l調交， レイアウト，主要設備仕様，プロダクションフロー，マテリ

アルフロー，エネルギーパランス，要員 iil 悶，建設~OJJ，資金など製鉄所の具

体的構想、をまとめる。

③ 設備エンジニア (EngineeringServices) 製鉄， 製鋼， IJ".延などの各工程

の設備製作上の諸条件と，製鉄所の全体計的iや操業上の諸条件を調和させる仕

事で，生産設備本体のほか，付帯設備，主主段，基礎も含まれる。具体的業務は

各種の設備仕様書の検討，設計の検討，建設工事ふ管潔，購入設備の検夜，据付

試運転，立上り操業指導などである。

④ 設備の調達と契約 CProcurementancl Contracting) 

受入側が必要とする設備一式をとり主とめて単 Aの資任のもとで供給される

ことを望む場合，協力側は自らのエンジニアリングに基づいて広く機器製作者

から見積りをとり，比較検討の上受入似~の計図に最善のものを選び，受入側の

最終決定を得たのちこれに依って製作者と契約を結び，プロジェクト実行の管

理を行なう。

⑤操業指導 (TechnicalAssIstance in Operation ancl Maintenance)， 整備

を含む生産技術上のノウハウ，運転のトレーニングを提供する。

⑥ コソピュータ・システム技術 (Process Computer Control and Informa-

tion System)，コンピュータを活用した生渡管理，技術管理，原価管理など総

合管理システムの基本計闘の作成，エンジニアリング，現地での調整などを行

う。

(⑦ち ライセンス/ウハウのJ提足供 (LいlC印ens刊叩S討i泊11】gP込切aωt匂l切en凶1礼tsa出叩11町凶.1C吋dK王now白-how)入， 新霊製A訂

あるいは新設俄の技術，公害防止技術，省エネルギー技術などに関する特許実

施権，ノウハウを提供する。

以上の技術協力は，主として技術資料の提供，協力M，受入側双方の社員の

派iitによる指導や実習を通して実行される。

新日鉄 (1975)W鉄の話題~ No. 18. 

大柿諒 (1977)r発展途上国の一貫製鉄所建設に対する協力の理念と実態J，

Wjþ!)J肉界~1l月号， p. 53-54 

社会文化複合体，環境生態系の把桁;に基づく，適正技術の開発と開発計阿の

実施については，ヒマラヤ技術協力会 (1978)W発展途上関農村におけm る参画

的自力更生開発現念とその適用方法に関する研究』総合研究開発機構。

)11喜回二郎(1979)r文明批判としてのもう一つの技術j総合研究開発機構編
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『もう一つの技術jJp. 204-230，学t揚書房。

}I11芝府二郎 (1974)r海外協力の哲学jJct"央公論社。

叉JII去:閃は技術協力の 7つの原則を提示している。

(1) 自然のー{村:1を弁えよ

(2) 参両方式がキメ手である

(:3) 技術の現地適応化

(4) j也淡の個性を見抜くべし

(5) 意Ij意工夫を重視せよ

(6) 社会的採算性を没祝せよ

(7) 相互関連的イノベーションの導入

川主回(1975)r開発即白然、破壊かJIr中央公論jJ12月号， p. 70-860 

121 (801) 

日本の新鋭製鉄所の験場管理が，工場建設→操業弱始→操業現lif!¥→操業安定

のそれぞれの段階において，その内容が変化することについては，拙稿 (1979)

[装霞型工場の発展と職場管'Jll[J!f臼木絞営工学会者季研究発表会予稿集jJ p. 

18-19，参照。

6)小川英次 (1976)r日系繊維企業における技術移転JU'アジア経済JIvol. 17， No. 11， 

p. 49-610 

小川英次 (1978)r技術媛Iリjについての一考察一日水の経験を中心に-JIr開発緩助

政策の諸問題JIp. 81-102，名古原大学・フライブノレグ大γt共同研究会。

7)同じ製鉄所を建設し，技術移転を行なう場合でも，作業者の計百号!1Ki:視やハンドノレ段

作によるそF動中心の設備とコンビュータ・コントロールによるフルオートメーショ

ン工場の場合で、はその技術移転にちがった問題が出てくる。中国の上海宝山製鉄所

は，日本の最新鋭オートメーション工場と同総のものを建設し技術移転を行なおう

とす"るものである。

J. R. Brightのオートメーションの 17段階モデルにより鉄鋼業のオートメーシ

ョン水準を鏑塊処頭!6，熱風炉 8，製鋼7，圧延 10とするフランコ・ベコの見解は，

日本の現状を知iらないものといえよう。

日木の鉄鋼業は，現在鋼塊処3県9，熱風l1J寸 10，製鋼 12，任:経 14のレベノレに達し

ていると考えられる。

J. R. Bright (1958); Automation and Management. Harvarcl Uni. Press. 

ブランコ・ベコ〔新岡俊三監訳)(1975) [.経済理論からみた鉄鋼業JJ p. 79-80， 

鋼材{只楽部。

8)放塚主主・平日沢弘・山間宗陸(19711)r戦後思想、の潮流JWエコノミメト11 74年 11月

26日号， p.83…840 

ピグミ一族については，f戸谷純一郎(1961)Irゴリラとピグミーの森，11岩波書主応。

泊チ1二伝六(1976)Ir 1::"グミーの111:界日朝日新聞社，参照。



122 (802) 経済学研究第30巻 第3号

9)武谷三三男によれば， I技術とは人間実践〔生産的実践〕における客観的法目IJ性の恕

識的適用である。J，武谷三男(1968)W弁証法の諸問題JJp. 139， g<jJ草書房。

10)大島高任については，半沢周三 (1974)W日本製鉄事始』新人物往来主1: 参加。

大橋周治(1975)W幕末明治製鉄史~ p. 183-208，アグネ。

飯田賢一(1979)W日本鉄鋼技術史J， p. 69-90，東洋絞i済新報社。

土tによれば江戸期における職人技術の思考法をみるには，約}II頼底〔生年末詳

1796)の『機巧|迎会』が有効な文献である。 この中におし、て細川!は「克て一作るJ

ことを強調し，生きものの動きをつぶさに観祭し機転を働かせてその玄bきを巧妙に

再現しうるように機械仕掛を考案せょとし寸。だがここには機械の運動機構に関す

る理論的考祭，すなわち機峡学，逮動学の発想はない。

辻哲夫(1973)W 白木の科学思想~ p. 120-125，中央公論社。参照

幕末期の日本人は，機械の操作にはおどろくべき能力を発揮している O

Kattendyke (1860)水田信夫訳『長崎海:ilf伝習所の日々 J， p. 75，平凡社 (1964) 

「篤くべきことには， 日本人はスターネノレ型成臨メLの艦砲をもって， その去!的場

にうまくぷ一仰せしめ得たことである。」

さらに日本人が外i哀の科学技術を学ぶ姿勢として叶治のお雇い外国人ベノレツは，

明治例年 11FJ 22日の日記で「日本では今の科学の「成果」のみをかれらから受

取ろうとしたのて、あります。この最新の成果をかれらから引継ぐだけNで、満足し，そ

の成果をもたらした精神を学ぼうとしない，JI日本人が自身で生み出し得るように

なるためには，科学の精神をわが物とせねばならぬjと述べている。

トク・ベノレツ編，菅沼竜太郎訳『ベノレツの日記J， (上)p. 236-239，紫波書}古。

このように伝統校会に長く生活をして来た民族が凶欧の科学技術に援し，それを

吸収するには，その民族固有のパターンが存夜する。技術導入〔外留の科学技術の

学習〕は，その民族の伝統文化や個性的能力をふまえ，それを積極的に開発する方

向に展開されなければならないで、あろう。

11)機械拘置の「チームによる制御jを集団(:8熟練と規定し，鉄鋼業の生産工程の熟練

についてはすでに検討した。 tHl著『技術本意?と職場管理.sp. 96-107，参照。

Jl~~技術の海外技術協力についても，パングラデシュに設寂された農業技術訓練

センターの場合， 6名が技術指導の i利立となっている。 指導内符は「日本の農業改

良普及員にJ引当する農業技術者に， 日本式の稲の作り方を，講義二と実習によって研

修すること J であった。落合ヲ~9"jは，農業と工業の技術協力ははっきり区別すべき

であり，農業技術の方が工業技術よりもより体系的な技術指導方式の確立が必要て、

あると述べる。却ち「耕転機が市場に出廻って農家の手に渡り運転の仕方を覚えて

も，それだけで、は農業の改良に結びつかなL、。協力事業で時計やミシンの工場を作

るのとは方法がj童う。問題はむしろそれからである。耕転機を使った新しい営農方

法が作りあげられなければならないG 肥料:口易が完成して肥料が市場に出狙ったか
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ら，それで、いいと思ったら大変な間違いである。農薬も同様である。新しい機械や

資材をそろえるだけでは俊業改良にはならない。農業改良の準備がで、きたとはいえ

るだろうが，それをいかに体系的技術として使いこなすかが，農業改良である。」

落合秀男 (1975)~スマトラのi阪野からーある農業技術者の発言Jl p. 152-163，日

本放送出版協会。叉農業技術と工業技術の移転における差違と問題については，

Peter Kibly (1973) Farm and Factory， p.63-70. Charles Cooper Ed; Science， 

Technology and Development， Frank Cass， London. 

12)仮説検託的函妓調査(インタビュー〕は謁交者の}!jl.論枠組の中に発言者の誌の内容

をおさえ込んでしまう事が多く，被調査者の側からすれば，調査者が自分にとって

都合のいいところだけをつまみ会いすると L、う印象をいだく。「インタビューの大

切なところは，相手をして気持よく，自然に諮らしめ，けっしてこちらの思惑で相

手のいうことを灼解したり，また，相手の人となりを勝手にっくり上げないことで

ある。これは社会人顔学者としての基本姿勢に通ずるものである。J

中根千校 (1971)~人間と経常一トップビジネスマンとの対話Jl p. 271，文芸春秋。

13) r現地の事情をよく調べないで， 机の上で?干し、た計画jが， 技術協力の善意に返し

て現地社会に混乱を持ちこむ場合がある。さらに現地への調夜間，視察団の持つ問

題として， r事実を笠IHlして報告されては悶る。意見はどこまでも事実にもとづい

てしてもらいたいと思う心事実に反することを害かれると，現地をま日らない日本人

はそのままに受けとってしまう ι それが現地にどんな影響を及ぼすか，そして現地

で毎日汗にまみれて仕事をしている人たちの身にもなってほしいと思う O 一日か二

日駆け足で見廻ってやたらに感心して帰る。彼らの報告書をあとで見ると，どうし

てあのような意見が出るのか不思議に忠うことがある。」

落合秀労 (1975)~スマトラのi出f野からーある農業技術者の発言Jl p， 194-198，日本

放送出版協会。

14) W日本ウジミナス十年史』の編集方針令で述べられている「本史はできるだけ事業経

営の真実を伝えることに努め，特に発淡途上国における合弁基幹事業の創始と育成

が如何なる困難ド草案に遭遇したか，また:fX:々には如何にこれに対処していったかを

忠実に記録することを木日としたjのように，すでに歴史的過去に属するものにつ

いては企業の社会的責任の白党による資料の公開が経営'科学の進歩のために不可欠

といえよう。経済の国際化時代をむかえ日本の企業行動t土佐界的に注目を集めてい

る。経?九文化摩擦を最小限にして，日本の企業の国際社会への貢献の遂をさぐる

ためには現場の事実をふまえた理論体系としての経営科学の係立が緊急の課題であ

る。そしてこのためには人間的信頼関係を基礎にした学界と実務界の積極的な交流

及び奥分野の専門家による共問研究が今後ますます重姿になると考えられる。

調査における人間的依頼関係について，労使関係の実態調査に民]し，戸塚秀夫は

次のように述べている。
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「労使関係の実態調査では， 理想的には労使関係のすべての主要なア Pターに接

近しその協力をえながら必要な資料を蒐集してし、かなければならない。だが，そ

れはあくまで3制限である。現実の位界で対立している労使が，あるいは労働組合内

部で籾争っている諸潮流が，ふらりとたち現われた調査者にみな同様に協力するな

どということは，まずありえない。JI調査者に対象を選択する権利がある以上に，

被調査者には調査者を選7J1jする権利があるのだから。結局のところ，調査実践の成

否は，調査者がどの範囲のアクターたちと，どのような皮合で人間的な信願関係を

もちうるか，ということtこかかっている。jと。

戸塚秀夫 (1980)Iイギリス労使関係調査のなかて;'Jmpc~ No， 89， p. 1-20 

15)海外技術協力に関し，その正確な全体像を把隠し評価することは非常に困難である

といえよう。間際政治， 経済は複雑をきわめ， 2国間の国際協力問題にも位界の諮

問の利害が複雑にからみあい，影響を与えている。技術提供罰たる先進工業国と技

術受入間たる発展途 t二国は，ますます相互依存の関係を深めながらもその利祭は対

}'r.ーする側面が多い。

技術協力!@{JlIJからみて「成功Jと評価し得ても，受入悶側からみれば，必ずしも

それに賛意を表するとは限らないのである。受入悶の指導者逮は，国内政治におけ

る r~l らのグループの利益を守るためや協力関からさらに大きな「援助」を引き出す

ために，しばしば事突無根の意図的な評論を行なう。

例えばマラヤワタ製鉄に[対して， I新品と称して中古機械を持ちこんだとして，

執J幼な非難にさらされている。J(中JIIー〕事実無線の評論を現地企業の責任者，政

府当局者及びジャーナリズムは，積極的に打ち消し，技術協力が逆に日本，マレー

シア!日!の友好を阻害するJ'}f.を取り除こうとはしないのである。かてて加えて現地の

“評論"を情報源として脅かれた日本国内の“評論"も一定の価値観と既成概念に

よって日本の企業の行動を分析し，批判をするにとどまっている O

:怠|苅的な評論によって自己のな場を守ろうとする者も，その“評論"に依って企

業行動を批判する者も，ともに現場の事実を基礎にして忠、考するという科学的精神

の欠如がみられるのである。長期的にみれば，こうした科学的精神を欠いた評論や

論議は，間際的友好関係をj曽進させることにはならず逆に犯害することになりかね

ないのである O

平和研究の一環として位向づけられる技術協力に関する研究は，文化の穫とコミ

ュニケーション・キ、ヤップを克ijfJ.しなければならず，そのためには，現場のゆるぎ

ない事実から思考をスタートしなければならないのである。現場の事実こそがその

技術協力が成功であったか，失敗であったかを証明しうるのであり，これによって

のみ，偏見なき全体像を把振しうるのである。

こうした理由によって技術協力問題の研究には，文献学的(書斎科学的)アプロ

ーチだけでは全く不卜分であり，現場の実態調交を中心にした野外科学的アプロー



鉄鋼合弁企業における技術移転 (1) 米iJl 125 (805) 

チがますます~Ifì要であるといえよう。

16)岩間慶治は，東南アジア調査について「とびこむ→近づく→もっと近づく→ともに

自fllになる」方法をとり「村びとの生により近づくことを試みた。近づいて，もっ

と近づくらかれらと私の主主の場を共有し，生の出所を伺じくしたいと思ったJと波

べている O

刻印問「東南アジアにおける誠至宝の限想JWJ思想の科学~ 19794'-10月号， p.81-870 

さらに岩|査は，途J二国研究の意義は，その悶の伝統文化に温存されている知的創

造伎を発見することにあるという。

;1C} EEl 1もう一つの南北問題 知的創造性を荷役する道JWエコノミスト.1'79， 1， 16 

j手， p. 116-121. 

現場調査の共通体験，データの作成と共有化さらにその組立てによる仮説の発怨

のプロセスが岩田のいう「ともに自由になる」為の重要な一契機であると考えられ

る。

蒸然的推理〔仮説の発想〕については，近藤洋逸・好.~立英司 (1978) W論理学入門』

p. 194-219，岩波mJ苫。
17)技術協力に関する研究は，実践すー体による推進過程の正確な記録作成と研究者等第

三者による移転結果の検証の為の現場の追跡調査が必要とされる。追跡調交は，技

術協力の成果の評価に関連している。それ故第三者の手に委ねて実施したガがより

客観性を持ちうることになる。

日本の行なう技術協力は，やりっぱなしが多く，追跡調査による結果の検討がほ

とんどなされていないのが現状ではないだろうか。現地の哀のニーズを把握し，適

正技術の開発と移転による問題解決を累積的に推進するには，追跡調主主が不可欠で

ある。 この点が非常に弱体である事が， 日本の技術協力の難点の 1っと考えられ

る。

政府の行なう技術協力のみならず，民間企業の技術協力についても特に発展途上

国の場合，開発計画のJL案のための総合調査はいうまでもなく技術協力の結果の総

合的な追跡調査が必要とされている。

日本人が実施した数少ない総合的追跡調査として山由圭ーがヒマラヤ技術協力会

のパイプライン，ロープウェイプロジェクトに対して実施した次の報告書がある O

111回圭一 (1977)1ヒマラヤ地域への技術協力一現地の人々の生活にどんな意味

を持つかJ，~"自然~ 1977年 10月号， p. 26-350 

Keiichi Yamada (1978): 1mpact of Technical Cooperation in the Himalayan 

Hill Area戸Follow-upStucly of the Sikha Valley Project “the Wheel Extended" 

Vol. VII. No. 4. 

18)ウジミナスに関しては， 日本ウジミナス株式会社 (1969)W十年史l。

香野修三(1974)1鉄づくりへの貢献J，斎藤優編『資源開発と医i際協力.1p. 120-
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152，アジア経済研究所。

中JII靖造 (1974)Irウジミナス物語』産能短大出版部。

19) 傷部品 (1974)1技術トランスファーの根本問題jlr経済評論~ 1974年 5月号， p.630 

青山王手品郎 (1979) I大型路線、をふりかえってー鉄鋼業の立場から」総合研究開発

機構編『もう一つの技術~ p. 58-59，学陽書房。

20)御手洗泉博 (1967)1マラヤワタ製鉄の現状についてj，Ir鉄鋼界~ 1967年 11月号，

p. 38-440 

大岩本一 (1974)Ir製鉄用木炭製造に関する研究』

鳥居若手彦(1978)1マラヤワタプロジェグトの経済効巣j，Ir鉄鋼界~ 1978年 10月号，

p.21-270 

同 [1978)Ir発展途上国における一貫製鉄プラントの投資効果分析』国際協力抗進

協会。

Chee Peng Lim & Lee Poh Ping (1979) “Japanese Direct Investment in 

Malaysia" Institute of Developing Economics， Tokyo Japan. 

第 2章 日本鉄鋼業の技術導入と技術協力

2-1 白木鉄鋼業の創成と発展

1857年(安政 4) 大島高任によってわが国最初の洋式高炉が釜石の大橋に

築かれ操業を開始した。これは従来の砂鉄を原料とするたたら製鉄に代って

鉄鉱石を木炭によって還元する高炉方式であった。日本は大島の洋式高炉の

建設と操業の達成によって小型木炭高炉の技術移転とその定着に成功したの

であった。この技術移転は日本人技術者の創造性の発揮によってはじめて可

能となったのであり，ヒュゲェニン (U.Hugenin)の『ヲェージュ掴立鋳鈎

所における鋳造法Jl (if鉄煩鋳造篇』と訳名がつけられた{損害)に導びかれて

成功したものであった。江戸期における蘭学による商洋科学・技術のJ号U1干の

蓄積を基蝶として， ↓:1:本の内発文化の知的創造性がみごとに発揮されたので

ある。

明治政府は，文明開化，殖産興業の基本理念のもとに，欧米先進諸国から

の全面的な技術導入を開始し， 1874年(明治 7) に設立された官営(工部省

所管)釜石鉱山は， 82年(明治 15) にいたる期間にドイツ人 3名，イギリス

人 14名の 515 (人/月) にのぼる技術指導にもかかわらず， イギリスから~lIn
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入した 25t高炉 (2基)を市心とする製鉄プラントの操業と技術移転には

失敗した。失敗の原悶は，外国人技術者の指導を宣伝して，大島l高任らすで

に国産高炉の建設，操業を成功させた日本人技術者の存在と発言を無規した

こと及び、外国人技術者が現地で供給される諸原料(鉄鉱石，木炭)の質と最

を正確に把揮しないまま保業を指導した司王寺15がその主たるものであった。

かくして政府の財政燥を理社Hこ釜石鉱山は廃iト.され，後に問中長兵衛に払

い下げられることになったo EEいl'は，幕末すでに操業が成功していた大島高

任の洋式高炉の技術に立ち帰ることから再出発し，大島高炉の操業体制の確

立を経営基盤として 1894年(明治 27) 野呂景義を顧問にその弟子の香村小

録を主任技師として 25t高炉の操業に挑戦し， わが間最初のコークス銑の

生産に成功したのであった。

この釜石鉱山田中製鉄所の操業の成功を背景に設立された官営八|幡製鉄所

は 1901(明治 34)年に操業を開始した。 この製鉄所建設の目的は， 当時欧

米を中心にすでに完成していた銑鋼一貫製鉄所の技術体系をドイツからのブ

ラント輸入と技術導入によって一挙に技術移転を行なおうとするものであっ

た。 1897年(明治 30)から 1904年(明治 37)にいたる!日jに，合計 19名のド

イツ人技術者の 550 (人的)の技術指導を受けたが， 操業必ずしも瀬調でな

かった。日本人技術者野呂景義によってその改造が設計された第 2高炉は，

火入れ(明治 38年 Z月)の翌月には平くも公称能力 (120t) を上回る最高

生産高を記録することが出来た。しかもこれは従来の第 1高炉の場合に比較

しても優秀なコークス比を示し，ここにいたってはじめて製鉄所の技術者は

近代的高炉を克服し，支配し，真の技術の担い手となったのである。

そして八幡製鉄所は 1930年代には すでにヨー p ッパ水準の規模と設備

を持つ総合製鉄所に成長していた。 1934年(昭和 9)官民合同により成立し

た日本製鉄は， 当時位界でも数少なかった 1，000t (日産公称能力)高炉4

基(八幡2基，広畑 2基)を有し， 1936年 10月より建設工事を開始した八

幡製鉄所戸畑作業所における米国式ストリップ・ミノレも， 40年 9月にはまず

冷間圧延工場が. ついで411f.9月には熱問圧延工場が作業を開始した。 こ
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の戸畑ストリップ工場は，激増するブ Fキ板の需要にこたえ，合わせて品質

の改善・歩留りの向上・生産費の低下を沼標として計画されたわが国最初の

連続式庄延工場である。さらに広畑製鉄所に導入され42年に作業を開始し

た中厚板設備は，米国一流メーカーの製作による連続式広幅帯銅庄延機で，

わが国においては当時他に類、をみない大規模かつ高性能の中厚板設備であっ

た。しかもこれはその発祥の地であるアメリカの問時代の間程設備に比較し

ても， その設計および規模等において， 少しも遜色のない優秀設備であっ

た。

日本製鉄の第4次拡充計画により1937年(昭和 12) に建設された広畑製

鉄所は，海岸埋立方式による新鋭の臨海一貫製鉄所であり，合理的，計画的

な工場配置によって，戦後多数建設された臨海一貫製鉄所の鴨矢となるもの

であった。八幡，広畑，釜石，室蘭，輪西等を中心とする一貫製鉄所の操業

は，戦前の臼本鉄鋼業の技術的到達点を示すものであった。又原料立地によ

って嫡民地において建設，操業された鞍山製鉄所，兼三浦製鉄所， 1吉津製鉄

所，本認湖製鉄所その他の小型高炉製鉄所(マレー，ボルネオ等)における

技術的成功と失敗は，敗戦の破局によって結実し得なかったものの，日本の

鉄鋼技術の巨大な冒険と実験であったといえよう。

敗戦によって海外資産の全てを失ったにもかかわらず，海外製鉄所の建設

と操業の経験は，生き残った技術者の貴重な技術的ノウハウとして蓄積され

伝えられたのである。例えば軍政下のマラヤにおいて 1943年(昭和国)に

建設された小型木炭高炉の操業の失敗は，技術者の情念をゆり動かす反省材

料となり， 20数年三ど経てマラヤワタ・プロジェグトに生かされることにな:っ

たのである。

戦災による設備破壊が，壊滅的であったのは，部分的であり適切な補修を

すれば生産再開が可能な状況だった八幡，釜石，広畑，室蘭等の国内主力製鉄

所が敗戦によっても廃絶されず残された事に加えて技術的蓄積があったfJ¥=，

技術者が生き残ったことによって被災製鉄設備の復旧が行われたのであるO

戦後の鉄鋼業の技術革新は，主として欧米先進諸国からの技術導入によっ
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て達成されたのであるが，最先端の導入技術による
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と

，な主可能jな£ら:しJ め1た;二ニ日ヌぷド人技術寝の技術的基礎能力{は'，'令、玄之

われ?たニとミ考号えることがでで、iき?るでで、あろう;}ο

1)森喜喜兵衛・長ミ緩滋(1975)Ir近代鉄重量議震の成ll-~長石製鉄所守党~ p禽約一127。

・飯f目撃ま一 (19:日7)主近代悶本製鉄技術発途史Jlp. 19-21，東洋経済。

立) p.17ω39。

3) r湾上:議， p. 60-610 

4) ff'近代沼 p. 4190 

め向上綴，p. 

官営八幡製鉄所におけるドイツ人技術各の校総指導はf3人の:東洋人に対する人径

約金運j協議?ともとづく乱畿な設毒事会ミタかっずこの 伝ヌド人i議:者'i訟を当者一aや熊吉らはドイツ

よく紛えたとごと及びこの障害t点、ですで1こ外際人技術濃密〉諮導者と菱信

ずることなく批判的に.\i!~力をそなえていた点が漁協ざれる。

恋.:f:6熊太郎 (1943)'Ir高iFiIa中古襲安{iミJJp. 50-6号，箇民工芸震学設けl)板。

日フ:leわれ，はドイツ絡会q つもわからなL、(rド自主)かまけにドイツ人の技芸誌は 2

人おってお尺2ナぐらいの人ですが，滋擦で1S 1 !i'-久ぐらいのビールさと飲んで

や dフている。宅えらみずこいな働くミ告はお茶も飲まず，ヱ!えを欽んでやっているのに， ど

ーノレを飲んで、~で，ブ…ブ一言ぎっているのですから， とてもじゃないoJIr問中宿老

jg，¥"、t討を綴るふ 『鉄鋼弊j昭和3長年3}f山号， p. 330 

:父之を石製鉄所における 1925年(大IE12)のスカレ γフ式平炉技術の導入の際ロ

シア人スカレドブは司王がの設計も完全fZ二関楽ない技術認であり，現場で、の技術指導

もも続柄な意義!友で行なった。 p.9ト問。及び元釜石製鉄所不

長ゴIIlili増問機劣後内氏宣言後記録(1971.3.20)0 

6) Irお木製鉄数式会社史JJp. 237-2400 

わきをこ二務室長鉄所の波紋に襲警して高炉の設計が日本人技術者のヂによって行われた。

ii討す駿 ij査二浦製鉄所所属熔鉱炉の設計に裁でJ(Ir量生と鏑JJ~務 11 年第 8 怒〈大IE

14年)p. 536-5700 

i務弁統一郎下製鉄淡衡の限緩化についてJ(Ir鉄と鍛Jl1966年第8J;予， p.75-76) 

によれば，製鉄警生録の際i定化?とは次の 3ステッア。が移;tEずる。jj!Pち，

(1) 詰Hl段滋

会設備わるいは大部分の設備を総入し，製造技術を修得していく過程。

〔む喜怒2段機

機械工書誌の発援とともに，関煽あるいは且ンジニアリングさと輸入し，そのよtに

醤絞イ七をばかり，さらに滋次改t設な加えていく過程。

(;3) 設さ3没階
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独自の製造技術，あるいは設備技術の開発を行なってゆく過程。

の3段階である。この自主技術能力の発展段階説によれば，野呂景義の宮営八幡製

鉄所第 1，剖ゴの設;十(1905年〕におし、て第2段階に入り，兼二j甫製鉄所の高炉設計

において第3段階に入りはじめたものといえよう。

え長二浦は， 日本で初めての日本人の自力による設計であり， I設内の製鉄所でなく

総民地初鮮に対して行われたところに注目すべきであろう。植民地の工場去十周と設

備設計ーには，技術者のj胞を自由にふるわせる企業内雰閉気が存在していたものと考

えられる O

製銑技術の比較的中J切の自主技術開発能力の佐立，主H;P技術の自立に比し，特に

JT延技術の立ちおくれが目立ち，八幡，広畑へのアメリカ製JI延機の導入によって

その先端部分において限:界的水壌に達していたと考えられる。

兼二浦では昭和15年と 17王子に 15t高炉2主主， 120 t炉 l基を建設し，戦時中こ

れによって低燐銑， {g;燐i討銑，チノレド銑，金主主白銑，低炭素銑などを製造し，主と

して呉海軍工廠に供給した。 さらにf，!f浦製鉄所では， 第1熔鉱炉I失点 (1昭和 17:(ド

5月〕とともに茂ILiの全焼結鉱による操業を行なったこと無煙炭による小型熔鉱炉

操業の実験を行なった。 (W 白木製鉄株式会社史~ p. 159)。

楠民地，占領地で、の製鉄所の建設と操業の試みは，中原人，朝鮮人をはじめとし

て，現地人を多数，企業活動に従事せしめている O 戦争中とL、う異常な時期に行わ

れた制約条件はあるものの，技術移転という観点からみる時，失敗であったといえ

よう。 I主l際平和と民族の独立は，技術移転の絶対不可欠の条件である O

8)鉄鋼マンの情念の世界を記したものとして次の文献が挙げられる O

八幡製鉄製銑 OB会 (1975)Wi向岡の五十年』。

清津)脱出記編纂委員会 (1975)W清津脱出記』。

9) rt"Ji?;J哲郎は， I戦時生産にあらわれた日本の生産技術の混乱したみじめな状況と，

高度成長期以後にみせた日本の1:産技術の潜在力との対比jを「理解する鍵は，自

立的戦時生産への努力の過程で広汎に蓄積された潜夜的な製造技術と，戦後の技術

導入と管理技術の習得に着目することにある」という O

中間「中国の大型プラントJW経済学雑誌』第 78巻第3号， p. 140 

2奈者は，敗戦の破防にいたりながらも，戦時中の生産設備が完全に破壊されない

で、残された事，陸海軍工j蔽と兵器製造関係の技術書は廃棄，焼却されたがその他の

技術資料が残された事，さらに人間主体の側として技術者が全員は戦死することな

く生き残れた事が，戦後の経済復興と高度成長を可能ならしめる基盤を形成しえた

と考える。もちろん戦後アメワヵを中心とする先進諸国からの生産技術導入と中間

のいう「管理技術の鷲得」があったことはいうまでもなし、。「日本の技術進歩が製

品革新ではなく，主としてプロセス(工程〉の革新あるいは改良に基づいている。」

「日本の製造企業においてはZ量産標準製品とこれを生み出す標架化技術による悶際
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競争力の優伎が確立されているJとL、う山崎の指摘は注目すべきで、あろう。山崎清

編 (1980)W悶際的経営の構築Jlp. 10，ピスネス教育出版社。

敗戦による断絶があるものの，戦前と戦後は，技術商において連続していると考

えるべきではないだろうか。

昭和初年から 20年にいたる時期の日本の研究開発体制と科学・技術教育の成果

及び各賎業の技術水準の詳しい検討が必要とされる。さしあたっては，

広震徹 (1973)W科学の社会史』第4章一8章，中央公論社。

l註野芳郎 (1951)W現代日本技術史概説』第5章，大日本関書，参照、。

2-2 戦後の高度成長

敗戦により甚大な被害を受けた日本鉄鋼業は，終戦直後の社会経済の混乱

と設備の荒廃，原料調達の社絶等ーにより生産再開があやぶまれていた。しか

し政府の国民経済再建政策において基幹産業たる鉄鋼業に重点をおいた政策

により徐々に復興の道を辿ることになった。 1947年(昭和 22)には傾斜生産

方式の実施， 22~24 年にかけての復興金融公庫による重点融資， 22~25 年

の印lj格差補給制度などの積極的な助成政策に支えられて鉄鋼業は復興の道を

開き得たのである O

さらに昭和 24年から終戦後のインフレ体制に終止符を打つためドッジラ

J ンが施行された。このため政府の助成策は中止され鉄鋼業は再び危機に直

lIIIしたのである。 しかし昭和 25年 6月には朝鮮戦争が勃発し占領軍の対日

政策が転換された。これによって戦時好況がもたらされ鉄鋼業は自立的な第

一歩を踏み出し得たのである。

その後鉄鋼業は昭和 26 年~30 年において設備投資総額 1 ， 669 憶円にのほ

る第 1次合理化を計画，実施した。この合理化の特徴は，戦後老朽化の特に

自立った圧延設備の近代化にあった。戦前から日本に数基しかなかったスト

リップミルが新設された。文平炉メーカーであった川崎製鉄は 25年 11月

に鉄鋼一貫製鉄所の建設を発表し， これに関し通産省の政策と日本銀行の金

融政策が対立するが， JII 崎製鉄は， 苦心のすえ昭和 28年 6月に千葉製鉄所

一号高炉火入れに成功したのであった。

同じく住友金属工業は 28年 7月高炉部門を有ーする小倉製鋼を吸収合併
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し，神戸製鋼もまた 27年 12月尼崎製鉄への経営参加によって事実との鉄鋼

一貫メーカーとなった。八幡製鉄，富士製鉄，日本鋼管の先発一貫メーカー

(No. 1グループ)に対抗して， 川崎製鉄をリーダー格とする二番手クールー

プ (No.2グループ)が鉄鋼一貫メーカーとなったのが第 1次合理化計画の

特質であり，その後の大手一貫6社体棋の原型の確立と iNo.2の共鳴誘発

効果」により，日本鉄鋼業は市場構造におけるはげしい競争性を持つことに

なった。

王子炉メーカーの一貫メーカーへの経営的発展と圧延部門の整備は，生産の

ラインパランスから必然的に製銑，一製鋼部門の近代化を必要とする O

そこで昭和 31年から 35年にかけて合計 7，476憶円の投資による第 2次合

理化計画が実施された。この計画によって製銑部門の高炉の大型化，製鋼部

門の王子炉の大型化及び LD転炉の採用が行われた。鉄鋼業は技術革新を基調

として生産量の拡大と一貫体制の整備強化が行われたのである。この間神戸

製鋼の神戸工場の第 1高炉が昭和 34年 1月火入れされ，同社は文字通り銑

鋼一貫体制を確立した。

住友金属和歌山製鉄所は，昭和 36年 3月になって第 1号高炉に火入れし，

操業を開始した。さらに先発一貫メーカーの八|幡製鉄もは年 9月には官営

製鉄所以来の八幡製鉄所の新焼拡張として戸畑製造所を完成させた。日本鋼

管も 37年 10月に完成させた水江製鉄所を操業させるにいたった。

その後経済の高度成長を予測し， 増大する鉄鋼需要に応えるべく昭和 36

年から 40年にかけて合計1兆 3，653億円にのぼる設備投資による第3次 合

理化計闘が実施された。この計画の特徴は，

① 議大な予測需要に対処すベく超大型の高炉の建設，平炉の転炉化と大

型化，圧延設備の大規模化，高速化，連続化，その他あらゆる設備の技

術革新と操業技術の進歩を伴う巨大化

② 工場生産規模の拡大による設備の巨大化を実現するための新立地によ

る新鋭製鉄所の建設

③ 所得倍増計聞による地域開発のためのコンビナート構想、の実現
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④ 業界の自主調整による設備計画等である)。

第3次計画の推進過程において，各社は，次のような新鋭製鉄所ーを着工も

しくは完成さぜた。

八幡製鉄=堺製鉄所(操業開始， I!{'i和 40年)，沼津製鉄所(同 43年)。

富士製鉄=東海製鉄(後に名古屋製鉄所，同 44:i:f三)，大分製鉄所(罰 47王子)0

日本鋼管=福山製鉄所(間 44年)，京浜製鉄所(向 51~T"')o 

川崎製鉄=水島製鉄所(河 41年)。

住友金属工業=和歌山製鉄所(同 41年)，鹿島製鉄所(間 46年)。

神戸製鋼所=加古川製鉄所(同 45年)。

以上のような第 1次，第 2次，第 3次合理化計画とそれに続く技術革新の

実施によって日本鉄鋼業は質・最ともに世界第 1級の水準を獲得しえたので

ある。

日本の主要設備基数と 1977JI'"における主要国の生産設備と生産効率の比

較は第 2-1表及び第 2-2表に示す通りである。まず高炉についてみると日本

は 2，000m3 以上の内容積を持つ高炉が 39基，全体の 54.2%を示し，諸外

国を圧倒する比率を占めている。

高炉の大型化は， tf~ 2-1図に示すようにH百和 30年から 50年にいたる 20

年間に炉容ぅ:4倍にな勺ている。これは原料音[jllfjの鉱石運搬用大型専用船の

第 2-1表主要設備基数

設 備 名 52年末 53年 末 54王F末

高 炉 68 69 66 

平 カゴ 15 3 3 

t jfi 100 94 95 

電 ヌ日し 炉i 684 644 630 

JI主 Ml 鋳 ヌ、F旦K 130 131 137 

大 ;flf 31 30 30 

r'~[ j阪([別段式) 15 15 15 

熱出1ストリップ 23 23 22 

冷間ストリップ 71 69 73 

CI:I:¥r好)W鉄鋼界』昭和 54年 5月号， p.42。昭和55年5月号， t. 490 
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第 2-2表 主要因の鉄鋼生産設備と生産効率比較(1977年)

粗鋼トン当た

りエネノレギー
，Ti仏 11子寸 !! ZrL 刀、汐/，j→I i ロ:c.!_J....抑

|補正原単位

日 オ三 39蕊 54.2% 80.5% I 19.1% 0.4% 40.8% 485万 kcal/T

プメジカ 5 2.6 62.1 21. 9 16.0 11.9 668 

西ドイツ 8 9.3 74.4 13.0 12.6 34.0 571 

フランス 4 73.5 14.5 12.0 23.6 621 

〔出所〕古賀憲介 (1980)1鉄鏑業JIr経団連月報~ 1980. 3. p. 60 

第2-1図設備の大型化と新技 術
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輔の蟻入 大型制船のM酬:;11'設f悔E白アA溢前熱風aあ必‘i、州-系1、獄Aル守公「主tき主r対，¥.-レ震勾aT設R備1撚民Fa7捕M 

設備 焼結機出c産Plfi企化幕 A A 

まI回R よそV見
カーボン採レンガ時jA 人 A の採用

ステ 7・ケ ラ- A 
企

製鋭理論 平衡論時代 j虫lj}j存時代 総合化

(操業理論) 塊状帯の通気性，熱収支 熱移行モデル，還7じ反応速融度層

実験技術
A融層帯確認， 帯形状の理論

孟10仰℃または平時実験， 10∞-1200t反応速度実験， 1500'C -16∞℃実験>1600'(実験

cpu=セントラル・プロセシング・ユニ y ト(コンビューター導入)

〔出所J1鉄鋼界報J1979-12-1号

採用， コークス炉の大型化，焼結機の大型{，高性能化に支えられてはじめて

可能であった。

さらに操業技術として，装入 原 料 の 事 前 処 理 ， 重油l次込み，酸素富化送風

高正操業， コンピュータ・コント口ーノレが導入された。これらの技術革新に
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よって高炉作業能率の向上はいちじるしく，コークス比(kg，銑鉄 1tを生産

するのに要するコークス消費量)の低下が顕著で、ある。昭和 30年に7l7kg

であったのが 46年には 447kgvこ低下し， 昭和 25::;1三のもに減少している。

また出銑比例ZI13，有効内容積当りの日産量)については，昭和 30年に 0.81

であったのが， 46年には1.84 と 2.2 倍になっている(第 2-2 図参!K~) 0 高炉

の ~í~数については，昭和 30 年末 23 基(年産能力 605 万 t) ， 53 i下末 64基 (1司

1億 3，082万 t) となり， 2.8倍の増大となっているO 製銑部門の生産性は以

上のごとく他の主要製鉄諸国の水擦を引きはなして位界ーの水準に立つもの

である。

次に製鋼部門についてみると，技術革新を 2段階にわけることができる。

第 1段階は，第 1次合理化計画から昭和 32王子にいたる約 10年間でアメリカ

からの技術導入によって平炉の改善，大型化，酸素製鋼法の導入など王子炉の

能率向上に重点がおかれた。第 2段階では昭和 32年オーストリーから導入

された純酸素上吹転炉 (LD転炉)が，平炉に代って製鋼工程の主要設備と

なった。平炉の基数と生産能力は，昭和 30年末 13基 (640万 t)から 52年

末の 15基 (141万 t) と減少し，代って転炉の基数と生産能力は昭和 30年末

700 
t器
入 650
ι 
¥ 

J1600 
斗J
「

芸550

第2-2図 日木の高炉の出銑比，燃料比およびコークス比の推移

.i50 

心
υ「
J
岡
町
一
立

。
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出所 ; i'l.j)4 界 J 昭和51与 11 月号 P68~
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の7基 (48万 t)から 52年末の 100基 (1億 4，067万 t)へ 急i脅している O

こうして第 2段階では，炉別粗鋼生産比率にしめる平炉の比率は微々たるも

のとなり， LD転炉の圧倒的な比重の増大となっている。

1977年の時点における諸外国との比較においても日本は転炉の比重が最

高であり，他国が平炉製鋼法をまだ実施しているのとはきわだった特色をな

している。

連続鋳造による鋳片生産比率(連鋳鋼が粗鋼に占める割合)も 1977年 (11自

和 52)には 40.8%，78年 46.2克， 79年 52.0%と増加している。 79年を業

態別にみると，高炉メーカーが 47%で前年の 41.1%な約 6%， 電炉メーカ

ーでも 69.5%と4.1%上回っており， 量的にも増加となっている。電炉メ

ーカーにおける普及率は著しいものがあり，特に電気炉による普通鋼生産で

は 79年では 86.7%も連続鋳造設備により生産された。今後も省エネルギー

化，生産性向上のため連続鋳造設備の新増設が予測される。

圧延部門についてみると，ホット・ストリップミノレは， 昭和 30年 末 3基

(147.6万t)から 46年末 22基 (4，972.2万t)， さらに 52年末には 23~~と

急増している。生産性も 30年の 119.9(tJめから 46年の 356.9(tJh) ， 52 

年の 389.9(tJh) ， 54年の 435.3(tJh) へ飛躍的に上昇し， この 24年間に

3.6倍となっている。

第2-3表主必)J二fr!E設備隊単位の jjj，移

52 年 l 日年 54 年

ぽ延機名 |:品雪預貯開T[:長高野野地出品計lz宅地11
Jせ料圧延量!消費熱量 i材料圧延量消費熱最 |材料圧延長[消費熱景

(t/h) p03 kca!/t)1 (t/h) p03 kca!/t)i (t/h) p03k叫 /t)

分塊 303.3 I 166 I 282.7 I 157 I 273. 7 I 158 

熱間ストリップ 1 3回 9136514回 2 1 344 1 435. 3 1 331 
(タシデム式)

厚 板(四段) I 159. 1 I 389 I 143. 2 I 360 I 145. 8 I 337 

高泉 材 60.5 I 316 I 63. 5 I 299 I 65. 9 I 296 

冷間ストリップ
(タシデム式〕

178.7 281 

〔出所JIi'鉄鋼界』昭和55年 5月号， p.54。

178.2 183.3 264 
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またコーノレト、.ストリップミノレも I昭和 30年末 7;基 (121.7万 t)から 46年

年末の 69基 (2，238.2万t)，54年米の 73基へと増加している。生il:性は，

35年に 54.8(t/h) ， 45年に 64.1 (tJh) ， 54年に 183.3(tJh) となり約 20年

間に 3.3{tfとなっている(第 2-3表参照、)。

連鋳化率の向上，圧延部門の生産性の向上とあいまって次のような設備投

資，技術平新によって粗鋼トン当りエネルギー補正原単位は，今や|昔:界のト

ップ水準にある(第 2-3隠l参照)。

第 2-3図 主要因の粗鋼 t当たりのエネルギー消費の推移

。
1960 65 70 

〔出所Ji鉄鋼界報JNo. 1205， 1980. 6. 11。

73 

144 

91 

76 78 

第2-4表 電子計算機設置状況調査(業態別コンピュータ設置状況)

(54年 1月 1日現在〕

業 態 ~Jj 高 炉 平定 炉 その他 β仁3、

ビジネス 設援会社 9 23 10 42 
コンピュータ “iι1 、 数 90 5J 1R 159 

プロセス 設問!会社 G 9 4 19 
コンピュ タ ぷ口品、 数 G30 4J 1:3 684 

その他の 設置会社 1 2 1 4 
コンピュータ 411 ヘ 数 17 5 6 28 

メ1斗1 
設覧会社 9 23 10 42 
ぷ仁ょ1、 数 737 97 37 871 

J主:計画中〔既発注〕のコンピュータを含む。

(11:所〕鉄鋼統計要覧， 1979年版. p. 2220 
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製銑部門では，焼結機クーラーからの排然回収による発電設備の設置， ゴ

ークス炉の乾式Ii号化設備 (CDQ)の採用による赤熱コークスの排熱回収技

術，高炉炉頂庄利用の発電設備，高炉脱湿送風装i色熱風炉排熱回収，成形

コーグス製造技術などの研究，開発がある O 製鋼部門では転炉の OG法おJ:

びカフノレ法によるがbとfス回収強化，電気炉の超高電力 (UHP)操業，連続鋳

造設備の新増設， トラッグタイムの短縮化，圧延部門では，スラブクーリン

グボイラー， JJI1熱炉の燃焼効率向上と排熱回収強化，直J妾圧延法，ホットチ

ャージ法などの新設備，技術の導入が積極的に行なわれているO

次に'U圭工程の向動化に不可欠のコンピュータの設備状況は，第 2-4表に

7Jミす-J:うに， ビジネス・コンピュータカ~ 159台， プロセスコンピュータが

684合(昭和 541F1月1日現イ1:)，その他 28台，計 871台に主主っている(第

2-4表参J1i?¥)。

業務分野別ビジネス・コンピュータの利用状況は，工程管理32.1%，生産

・作業実績関係 14.2%，受注・販売関係 8.2%，l:l:l荷・運送関係 7.9%. 運

用管Jm5. 5%等と企業の経営管J:fl¥の全ての分野に用いられている。

工程別プロセス・コンビュータ設眠状況は原料工程 68台 (9.9%)， 製銑

工税(高炉工場 70)台 (10.2%)，製鋼工程(転;J:F-i，電炉工場)52台 (7.6%)，

鋼片工程(分塊・述鋳工場)71台 (10.3%)，圧延工程 280台 (40，9%)，そ

の他 143台 (20.9%) となっている。プロコンはEE延工程を中心に成分分析

等あらゆる工程の管理に導入されており，省力化の実現に大きく貢献してい

るO

以上のように日本鉄鋼業は，経営者のさかんな革新意欲に基づくリーター

シッブによって経常 ;11\:~fr と技術革新を持続的に推進し，敗戦による壊滅の危

機を)j~~しただけでなく，現代 jll:界鉄鋼業の第 1 級の設備，技術力を持つまで

高度に発展したのである。

1) JIII崎製鉄 (1976)W川崎製鉄二十五年史~ p. 69-790 

2) No. 2の共鳴誘発効果については， 問中高毅 (1980)Iナンバ2からみた日本産業

論(f;鉄鋼 IW経済セミブー~ (No. ，l03) p. 68-770 
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日本鉄鋼業の主主占と市場f荷造の競争性については，今井コ賢一 (1976)I鉄鋼J，熊谷

尚夫編『日本のiA業組織 IIJ]p. 158，中央公論社，参照。

大手 6社を中心とするはげしい設備投資競争については，エコノミスト編集部編

(1977) W戦後産業史への証言 (2)ー巨大化のi時代J](鉄鋼，激烈な設備競争， p.56… 

97，毎日新聞社。

3) 新日鉄J1\~fl]製鉄所 (1970) W広畑製鉄所三卜年史~ p. 1590 

4)鉄鋼統計委員会『鉄鋼統計要覧Jl1972年版及び 1979'IJ三版。

5) W鉄鋼界Jl1980年5月号， p. 530 

6) ~鉄針 i 界Jl 1980 1f'. 5月号， p. 420 

7) W鉄鋼統計要'riLJl1979年版， p. 22:1， 2250 

2-3 戦後の技術導入と技術協力

わが国の技術輸出入収支の規模をみると， 1977年度の;場合， 輸出収入は

993億 2千万円， これに対して輸入支出は 1，900億 6千万円となっている。

収入の支出に対する比率は 52%にすぎず赤字である(第 2-5表参照)。

世界の先進国と比較するとアメリカの技術貿易収支における出超は年々増

加の傾向にあり， 77/'1ーには 1兆 I千 87億円に達している。フランスは 74{I二

から tHiJ]に転じ， 77年には 1，440億円の出超となっている。 反両日本，西ド

イツは入超額がJ:WJIIする傾向にあるO

主要産業別の技術貿易収支をみると，電気機械工業 (334億円)，輸送機械

工業 (268億円)，機械工業 (216億円)の入超額の大きいのに比較して，鉄

鋼業，繊維工業，建設業が出超を示し，製造業では鉄鋼業がトップの位置を

占めている。

労働集約型産業である繊維工業は，同内の賃金コストの 1:昇により，相対

的に賃金コストの低い発展途 L:国に対する比較優位の条件を夕日、斜陽産業と

なっている。技術的にも高度なものがあまり要求されない杭工業ーであり， 日

本との合弁企業をr!-I心に発!艮途上悶への技術移転が行われている。

こうした繊維工業に比して鉄鋼業は，資本集約型，技術条約裂の装置型産

業であり， すでにみたように|ま界的に第 1級の質的， 量的能力をもってい

るO 鉄鋼業は本格的な知識集約型産業に発展しうる可能性をもっ有力な産業

であるといえよう。



140 (820) 経済学研究第30巻 第3号

第 2-5表主要産業の技術輸出収入と技術輸入支出 単位:億円

切ミ S同 業

イヒ 学 エ 業 224.9 

定 気 機 械 工 業: 123.1 

機 1戒 〕二 業 42.9 

輸 送 機 械 工業 96. 1 

f抜 五ft 工 業 20.5 

建 三n川凡し 芳三 123. 1 

ノユ￥ 産 業 993.2 

〔資料〕総理府統計局「科学技術研究調査報告J。
〔出所)Ir科学技術主i吉Ul(昭和]54年版)p. 1740 

286. 9 

458.0 

254.6 

363.0 

17.1 

49.4 

1900.6 

A/B 

1. 95 

0.78 

0.27 

0.16 

0.26 

1. 20 

2.49 

0.52 

年
度 !72MjLflztfぷjiiil附

'57-'62 N. A 374 N. A 2，030 o. 18 

‘6:1 5 17 :37 2，678 0.006 

'64 5 132 26 2，G20 0.05 

、65 7 :m 29 2，755 o. 12 

'66 11 925 58 2，556 0.36 

'67 10 907 51 2，827 0.32 

'68 9 90 145 4，010 0.02 

'69 18 180 152 4，440 0.04 

ワ0 81 2，357 244 6，771 0.34 

ワ1 115 3，679 227 4，932 0.74 

マ2 110 4，388 256 5，196 0.84 

ワ3 ]G3 4，051 248 5，529 o. n 
マ4 12G 8，255 38G 6，696 1. 2:~ 

マ5 191 11，931 323 6，058 1.96 

ワG 2ll 1:i，758 337 10， 794 L. 27 

〔注)1957~62 年度は平均値。

〔資料)57~67 年度「戦後鉄鏑史J (日本鉄鋼連盟〉。

68~70 年度 f研究開発および技術交流に関する調査報告J (工業技術

院〕。

71年度以降「科学技術研究調査報告J(総理府統計局〕
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〔出所JU'鉄鋼界報，nNo. 1157 (197札口.It

さて次に戦後日本鋼業の主要な技術導入と技術協力について概観してみよ

の熱延(第 2-4図参照)。まず技術導入についてみると 1951年(昭和 26)〉
ノ

56年の駿素上吹転炉製52年のストリップ圧延技術，珪素鋼板の製造技術，

鋼法， 61年の連続鋳造技術， 63年の高炉高圧操業技術， 75年の Q-BOP(底

こうした鉄鋼製吹転炉製鋼技術)等，製鉄技術の全ての面にわたっている。

造技術が近代的管理技術とともに臨海鉄鋼一貫製鉄所に投入され鉄鋼業の生

技術導入については 63年から産性の向!こに貢献したことは明らかである O

76年のf間に合計 2，519件の導入が行われ，その対価支払額は 678億 6，200万

(第 2-6表参照)0円の巨額にのぼっている

合計 510億円 700一方技術協力 (i陥出)は，合計 1，062件対価受取額は，

時系O. 75である。万円でありその比率(技術協力収入/技術導入支出)は，

列的にみるとこの比率が， 1以とになったのは，やっと 74年になってからで

敗戦の打撃から立上る事を第 1歩として世界の先進諸国の水準に達すあり，
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る為には， 戦後 30年間にわたって圧倒的な導入技術に依存せざるを得なか

ったのである。導入技術を現場に定着させ，その改良をふまえて独自の技術

を開発しうる段階に達するまでには，技術者を中心とする多くの人々の長期

間にわたる努力が必要とされたのである。

日本の企業の独自の技術開発能力についてみると，特許庁年報 01日手1150{r 
版)によれば， 1974 '9三(昭和 49)の1年間に出願された鉄鋼関係の特許出

願は， 9，663件， 実用新案登録出願は 3，262件， 合計 12，925 {li:となってい

マ
Q 。

10年前の 65年には，鉄鋼関係の特許出願は， 4，478件にすぎず， 実用新

案主主録出願も 1，267件で，特許，実用新案を合計しても 5，745{tl二であり， 日

本の自主技術開発の成果は，この 9年間に約 2.25倍となっているO

これに対して外国人4#i¥j{F出願は， 65年が 1，274件， 74年が 1，516件で，約

1.19倍にしかなっていない。

71年の特許法の改正を契機と

して， 出願が 70年度内に激期し

ているが，その後も日本企業の特

許出願件数ののびは著しし、。

このように鉄鋼技術に関する限

り， 日本は今や世界の最前列に立

ちうる能力を持つにいたったとい

えよう。そして自主技術の開発努

力によって生み出された特許の獲

得によって大手企業主ど中心に技術

の独占も進みつつあることが指摘

できる(第 2-5図参照)。

次に鉄鋼業の海外合弁事業の展

開による技術協力について第 2-7

表と第 2-8表により概観してみよ

第2-5図鉄鋼関係特許出願件数
5，500 I ー一一一一一一

5，000 

4，500 

4，000 

3，500 

3，000 i古金・合金・金属

の熱処理(合計)

2，500 

2守000

l，500 

工
J

U

j

a
F

山
川
同
唱

4
一引月

/
榊
…
ぷ
+
州
イ

tf

土
産
略
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V
V叩
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事

一
w
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一
ふ
銀

銭

4
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J
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，
d
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件
数

1，000 

年 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 
H¥pJ庁・特治庁年報50年度版。
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第2-7表 わが国鉄鋼業の海外合弁事業の展開H寺耳目分布

I 1960年 I1960~ I 1965~ I 1970~ i以前 iAvvv 1965 I Avvv 1970 I AJ， v1974 I 泉 計

一貫製鉄事業 1 l 2 4(f牛〕 5(%) 

平電炉圧延 つ】 2 2 

ifli 鉛 ~~， jli l 5 11 6 23 27 

フ リ キ 1 1 3 4 

3岡 管 2 4 9 15 18 

仲 長失 1 1 2 2 

鋼 t反 日ミ ま正 1 l 1 

鋼材(合鋼管〕加工 3 8 12 14 

線材および線材加工 3 6 6 15 18 

鋳 鍛 車両 2 1 3 4 

熔 J麦 俸 1 1 2 2 
メ仁ミ3ゐ 金 量生 1 1 1 

ステン レス 2 2 2 

1 14 32 38 85 100% 

時期別分布(%) 1.0 38.0 45.0 100 (%) 

(注)1. 稼動時期または資本参加持を基準としているが， 不明の分は一部会社設立
自寺を含む0

2. 1974年は 1974年8月末日までQ

:l. 一貫製鉄事業の 1960年以前についてはイン下、製鉄に対する大倉郎事持分

(1. 72%)があるが計上していない。

(1:1:¥所〕日本鉄鋼連盟『わが溺鉄鋼業の海外合弁事業(除資源開発〕の現状と趨勢』
(1974.9)。

う。 1974年 8月末までに 84件の合弁事業が行われ，その展開の時期は， 60 

年代前半に 14件 (16%)，60年代後半に 32件 (38%)，70年代前半に 38件

(45%) と第 3次合理化を終えた新鋭大型化期，安定成長期と日本鉄鋼業の

粗鋼生産高と自主技術開発力の発展につれて増加していることがわかる。

これをネー業のタイプ別にみると班鉛鉄i1Z，鋼管，線材加工，鋼材加工等日

本から供給する鉄鋼素材を現地で加工する事業がr!:t心となっており，一貫製

鉄事業は，ウジミナス，マラヤワタ等(第 2-9表参照)4件 (5%)， 平電炉

圧延は 2件 (2%) 計 6件 (7%) を占めるにすぎなし、。このような輸入鋼材

現地加工型の事業のうち需要の多い亜鉛鉄板，鋼管が全体の 38件 (45%)を

占めている。
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日本においても圧延設備だけをもち，普通鋼鋼材を生産する単任メーカー

は，比較的小資本で経営が可能で、ある事，機械設備の自動化の水準が低く作

業者の熟練によって支えられた労働集約型工場であり，単純な物理的加工を

中心としているため，技術的にも比較的容易等の現由により企業数が多し、。

このような日本における単庄メーカー (2次加工)の持つ条件(小資本，

労働集約，低技術水準)が，社会経済的ならびに技術力に種々の制約を持つ

第 2-8表 事業タイプ別・地域別わが国鉄鋼業の海外合弁事業 (件数〕

¥ ¥¥、

地 域 北米 欧 州 アジア アフメテリカン 中近東 アカ フリ 合計

事業のタイプ
既 言十 既 5十 既 言十 既 言十 喜正 計 既 既 既

¥¥  ¥ 存 厨 存 画 存 商 存 回 存 間 存 回 存 画 存 [Ijj 

一 貫 製 鉄 事 業 1 1 3 5 3 2 1 4112 

よる共同事業
(2) (1) (3) 

t 
う 接還事業元製鉄を軸と 2 (1) (3) (2) (6) 
ちる

成品の日本事国:内~戦 1 (3) (1) (4) 
計調を含む業

平 '逗 炉 ・ 圧 P正 4 1 2 自凶〉

亜 鉛 主生 板 10 5 j 7 立:1

フ ジ キ 2 1 3 

うち電気ブリキ (2) (1) (3) 

S調 管 10 4 1 1 1 l 15 3 

イ申 鉄 2 3 l 2 5 

鏑 板 庄 延 1 1 I 1 1 

S河 合材鋼 加 工( 管加工) ~! 4 1 6 2 1 

線材および線材加工 3 2 1 1 

鋳 3設 室岡 3 1 1 2 

熔 巌 李事 1 つ 1 

メ£ミ3、 金 鉄 1 

ス ア ン レス l 1 ‘ι2 

1 71 6 2 1149 11 17 8 1 4 8 3 1 1185 34 

(注)計画は出資が具体的に検討され， プロジェクト自身も実現の確実な要素をもっ

もののみ。
〔出所〕日本鉄鋼連盟『わが鼠鉄鋼業の海外合弁事業展開〔除資源開発〕の現状と趨

勢~ (1974.9)。
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第 2-10表 19791f二の海外協力の地域別協力部門内訳

;4FfF二「事」[τ174二叫そ の他l合計

中南

アジ

中近東アブ

オセアニ

共 産

米 3 2 2 3 。 。 4 14 

欧 1 3 7 12 。 。 1 24 

米 O 2 7 4 1 2 3 19 

ア 。 。 2 l 3 1 2 9 

jカ 。 。 1 2 3 O O 

→ ノ， 1 1 1 。 O 。 。 3 

間 。 。 1 O 。 o 1 2 

言十 5 8 21 22 7 3 11 77 

〔出所〕鉄鋼界報， 1980. 2. 210 
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第 2-12表鉄鋼各社エンジニアリング事業部門の進出事業分野の現況

~之二二T五ーっちー -1-- Twt Tir.. r I r Ilrk {f;r! MI- 1+---1=-/...>.-~ -，一…一一一一一一一一一一一
時分野一一J 新白木製鉄| 日本鋼管|川崎製鉄 i住友金属工業| 神戸製鋼所

li繊維プラン~アタリ日トリル繊維，
|ナイロン繊維

21化学プラント(セメ|圧力容器，熱交換器 問 容器，熱交換器セ石油化学，低温分離セメ
ントを含む)メント機械 I ント，肥料

31~一鼠院ヱ球業一 llz製搬鉄一 製蜘ル鉄伽エ叫… …鉄伽炉一いエC山…ン川山……ジ山山ニ可山ア門リ1アγ十l「一「製鰍耕鉄b炉いいエ叫ψ……ジ山川…ン九一ニ可ア I~接四 悶一プ汚ラ
(鉄錦，非鉄金属)ニアリング全般〔フイ一ジ判|ンジニアリング全般|ング全般 リング全J般t股史 ト，述続鋳逃設備

ピリティスタディ，建設・
操業指導〕非鉄工業炉

4各種機械製造プラン金属二次加工 プ ラ ン ト
ト・システム | 

5 [~の他製造…ベ山川設備タ
イヤ製造，溶接縫製造設
i備

61資源開発，資源生息海洋構造物および工事，海i海洋構造物および工事|海洋構造物 ! |LPG，LNGプラント，
| ラント i底パイプラインシステム |海底パイプラインシス 高炉水浮プラ、

テム

71貯蔵輸送プラント |石油・ガス長距離パイプラ;石油・ガスパイプライ!貯蔵タンク，物誓三 ~y-警湾， .!'I
イン，貯蔵タンク (ンシステム，貯蔵タンjシステム〔立体町小山，刀〈ノ、つi

ク基地システム (動倉康等) げライン ! 
8i環境保全プラント [排ガス処理システム廃棄物l都市ごみ処理システ|廃池処理システム 1脱硫・脱硝プラント，産

Ij溶融処理設備 |ム，排煩脱硫〔硝〕シl水処理システム 業廃棄物および都市ゴミ
ス テム，水処理プラン焼郊プラント，水処理プ
ト I |ラント

912護'プ間二季子;港湾施設，長大橋梁 i遺書施設，長大橋梁沈lF施設，橋鴻(海洋土木構造物I!大橋梁，新交通システ

101地域開発，都市開発|都市ガス，上下水配管，高都宮玄ス・上下水配管j都市ガス・上下水都市ガス・上下|
! ロジェクト |層ピノレ・住宅団地，工場建工場建設エンジニアリ;配管，鋼構造処梁川、目じ管，鋼機造l

設エンジニアリング い/グ ;物，土地造成 噛築物 | 

j汀 睦 法 雪 ' ェ 弊'j諸説芸錯施設 ， 胃 壁f三[二二塑J21ト竺空
12 1情報関係の設備，シl鉄鋼業の工程管浬その他プ工程管理その他プ

iステム 1ロセスコントロールシスァロセスコントロー
ム ルシステム

E主〕事業分野の分類は，エンジニアリング振興協会「園内エンジニプリング企業調査報告書J(昭和 54年 7月〉記載の区分による。

資料〉各社ェ γジニアリング部門事業案内，カタログ等から作成。(出所JW鉄鋼界J昭和55年 2月号， p.27。
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発展途上関の鉄鋼業創設と育成ならびに製品の国内需要による輸入代替の希

望と合致するところとなった。

それ故合弁事業の立地地域分布は，先進国は北米欧州、lの合計 8件 (9%)に

すぎず残り 77件 (91%)は，全て発展途上国であり，とりわけ 47件 (58%)

がアジアに， 17 l'牛 (20%)がラテン・アメリカに集iニドしており，両者の合計

は66件 (78%)にもなる。その他アフリカ 8件 (9%)，，+，近東 1件，オセア

ニア 1件にすぎない。

以とのような日本鉄鋼業の海外合弁事業はその特徴として，

(1) 亜鉛鉄板，鋼管製造など市場指向型の加工段階への投資がほとんどを

占めていること将来必要とあれば製銑までの一貫化を実施しうるパック

ワードインテグレーションの構想、のもとにおける立地ではなく，むしろ

鉄鋼市場開拓のための立地であった。

(2) 経営資本の海外進出という意味での一貫製鉄所の立地は皆無であり，

資本参加している 1，2のケースも相手国の要請による技術指導が主体

であること。

(3) 東南アジアを中心とする発展途上国に集9C1している。

等要約できるが，他方欧米主要鉄鋼メーカー (USスチーノレ， ベツレへム，

アームコ， ATH，マンネスマン)の海外進出状況は，進出業綴，進出地域が

多岐にわたっていること。原料採掘部門への投資が多く，この点目本の工場

建設，操業とし、う形態をとる合弁事業とはきわだった特色として注目され

る。一貫製鉄所については， 日本と同様事例は少なし、。

1979年(昭和 54)の海外協力(技術輸出)の地域別部門内訳とその主要な

内容は第 2-10表と第 2-11表に示す通りである。日本の鉄鋼各社は自社内に

蓄積された製鉄技術を有効に活用するために，最近では輸出の中心的一部分

を技術輸出が構成しており，製銑，製鋼，圧延と全ての生産工程にわたって

幅広く技術輸出が行われている。相手国も先進国から発展途上国にいたるま

で多岐にわたっている。

第2-12表に示すように， 最近の主な額向は大手 5社を中心に各干1:ともエ



鉄鋼会介企業における技術移転 (1) 米111 149 (829) 

ンジニプリング事業部門の強化に力を注いでおり，欧米より高水準zにある高

炉燃料比，転炉のi次錬的中率はもとより電磁鋼板，連続焼鈍などの高度な庄

延技術でも比較優位の立場を確保している。

だがエンジニプリング事業は特に受注の波，為替レート・インフレ等のさ

まざまな不確実性への対応を要求され，自己資本率の低い日本の鉄鋼各社は

財務体質を改善し，事業カを高めることが必要とされている。

1)科学技術庁綴(1979)W科学技術白書Jl(昭和154年版)jJ. 1790 

2) 日本の鉄鋼業の自主技術開発能力は，各社の寸1央研究所を中心とする研究問発体制

の確立に加えて，製鉄所の工場現場における「自主管理活動」の推進によって支え

られているといえよう。 日本鉄鋼連盟自主管理活動委員会 (1979)W創造と発展の

10年一鉄鋼業における自主管理活動のあゆみ』参照。

3)通産省編 (1973)Wワ0年代の鉄鋼業.]p. 150-151，通商産業言語交会。

4) W鉄鋼界Jl1980年5月号， p. 550 

5)坂元節夫 (1980)r鉄鋼業におけるエンジニアリング事業部門の現状と課題H鉄鋼

WJl 1980年2月号， p. 420 

2-4 新日本製鉄の技術導入と技術協力

新日本製鉄は， 業界第 1位の八幡製鉄と第 2位の富士製鉄が 1970年 3月

に合併して発足した会社で、あり， 70年粗鋼生産 3，363万 t， 国内シェア 36

%を占め，u.sスチーノレをぬいて世界一の鉄鋼会社である。

同社の技術導入と技術協力について慨観してみよう (70年以前は合併 2社

の合計)。まず技術導入は， 66年度から 74年度まで総額 84億円，年平均 9.3

億円の支払いがあり， 74年には 3億円にまで減少している。

一方技術協力収入は， 同時期に総額 266億円， 年平均 29億 5千万円にも

のぼっている。 6@年度には 10億円程度であったものが， 69年度以降急激な

伸びをみせ， 74年度には 60億円と 66年の 6倍，さらに 75年度は 360億円，

76 :9三には 540億円の収入を記録している。(第 2-6表に示す日本鉄鋼業全体

の収支と比較するとその総額は新日鉄の方が大きし、。これは分類、費呂が相違

するためと考えられる。)

次に技術協力収入と技術導入支出の推移をみると 66年度にはすでに収入
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が支出をとまわっでおり， 66~68 年度では収入と支出がほぼ|司規模であった

が， 69年度には収入が支出の約 2倍に達し， 7:3年度， 5.1倍， 74年度には

20倍となっている。 75年， 76年の導入支出が不明のため確定は出来ないが，

75年以降の導入技術は，連続鋳造法 13件に|浪られており， 70年度の 33fl 

に比し大幅に減少している。

鉄鋼業全体としては， 74年度において達成された技術導入， 輸出の均衡

が， 主rr 日鉄においてはすでに 66~68 年度の段踏に達成されている O 粗鋼生

産高において第 1位を占めるだけ‘むなく技術力においても新日鉄は，高度成

長時代の新鋭製鉄所の建設，操業による技術革新と経営革新さらには研究開

発によって白主技術の蓄積を行ったのである。この蓄積された技術の輪出が

本格化し，技術協力による収入が急増しているのである。

又同社のエンジニアリングヨi企業本部(工作事業部，標準建設事業部，鉄構

洋海事業部， 技術協力事業部の統合組織)の売上高と人員数の推移は第 2-7

図に示す通りである。

まず売上高についてみると，新日鉄発足以来着実に売上高ののびを示し 77

王子には大幅な減少を示したものの， 1，700億円 (7%) 水準にあり，わが国

エンジニアリング専業3社〔千代悶化工建設(売上高 1，718億円，日揮(I可

1， 957億円)，東洋エンジニアリング(同 1，079佑、円)いずれも 1978年度会

計年度有価証券報告書による〕とほぼ同じレベルにあり，エンジニアリング

事業として固有の存立がみとめられる規模に達している O また人員数につい

ても，年々増加の額向にあり 78 年度には 4， 668 名(対全社比 6.3%) をお，l~ し

ている。 これは同じくエンジニアリング専業3社〔千代田化工建設 (3，148 

名 ゴ 揮 (2，547名)， 東洋エンジニアリング(1，455 i;))(1978年度))と

同じレベルに達している。以上のように売上高，従業員数ともにエンジニア

リング専業3社と同一水準に立つ新日鉄は，製鉄所での鉄鋼生産活動を基畿

に，工作事業部におけるプラント製作能力を持つことによって，操業技術と

製鉄所建設総合エンジニアリングカを結合させ，製鉄プラントの基本設計ーか

ら製作，据付，操業，設備保全にいたる製鉄プラントエンジニプリングを仁1I
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第2-6図 新日鉄の技術協力収入と技術導入支出の捻移

単位:億円

151 (831) 

技術協力J!J(入
注:技術協力J!J(入内の( )の数字は亙雨逗天支面を示す

60(20.0) 

C:U月日新日鉄「鉄の話題JNo. 18 (1975. 4)。

心に広く各種プラントにわたる本格的なプラントエンジニプリングに進出し

ているのである。

次に主rr日鉄の海外政術協力の具体的展開についてみると，製銑，製鋼部門

の拡張を1:1:1心とする第 2次合理化計画のさなか，1957年にブラジノレ・ウシミ

ナス製鉄所の建設契約がなされた。これは同社のみならず日本鉄鋼業にとっ

ても大規模一貫製鉄所の建設，操業への技術協力の原点、となり，その後の技

術協力のモデルとなったものである。そして 65年マレーシア・マラヤワタ

製鉄所建設への技術協力以降同社の海外製鉄所への技術協力は拡大の一途を

辿ったのである(第 2-8図参照)。

75年 3月末現在では契約件数は， 198，国数 30，企業数 71であり， 間以j

内訳はヨーロッパ (10)， アジア(共産圏を除く) (7)， 中南米 (6)等とな
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第 2~7 図 新日鉄エンジニアリング事業部門売上高・人員推移
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(注 1) ( )内はエンジニプリ γグ事業本部の対全社比(%)。
2) 人員は各年度共7月1日現在，営業所エンジニアリング本部関連人員を

合む。，l) 51年度売上高合計は，事業部間取引による夕、ブリ分を除く。

〔出所〕新日鉄『シンニッテツ』。

っており，契約件数の地域別分布はヨーロッパ (83)，中南米 (53)，アジア

(30) ，北米 (12)等となっている。

さらに 76年までには 2カ悶の 23件の増加をみて協力対象国および企主ゐ数

は第 2-13表に示すように 32カ悶， 78企業となり， 国別では発展途上国が

56.3% 'iど占め， 契約件数で、は逆に欧米製鉄先進閏が 56.1%を占めている O

叉 1965 年~76 年の技術協力対象プロジェグトの内容を先進国， 発展途 t

国別にみると，第 2-14表，第 2-15表に示すとおりである。 1契約の対象工

程は先進|認では単一の工程に関するものが 112件 (89.6%)であるのに対し

て，発展途上国の場合複数工程に関するものが 49件 (45.8%) であり， そ

のうち製鉄所の全工程を一貫して対象とするものが 42件 (39.3%) となっ

ている。

契約件数では 97件であり，全体の 43.9%にすぎないが，製鉄技術全体の

技術移転が行われる発展途上国への技術協力は，先進国の単一工程協力型に



(1) えとWi 153 (833) 

E出¥1約東洋緩済， S 53-11-1信号

して大規模なものが多いことが指鶏 vむきる。

さらに技術協力形態府内容をみると， エシジニアジング協力が先進議 83

件 (45，4克L 発展途上限 63件 (51.6%) と最も大きな比重苦ピ出めている。

松村二位。克)， 37 (:30.3%) とそ

1/3近くさと占めている。先遊関と発後途上障のきわだった差

ヲイセン7 ・ノウハウの長棋について現われており，より高度な技術な

し生渡性の向上を IJ'2-'-t徐被8fI族幹妥設立返たる鉄鑓回数の創始・育成会め

さしゼ p からのスタ…トを9Jっ

。

る
め
る

町一一則あでの
吋

γJハ心》
、しずて

、乙~技術水準にもおの

技術協力は，主として 協力側，受入側双方の担当社員の
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第2-13表 新日鉄の海外技術協力対象国及び企業数 (1965~76 年〉

間家区分

先 進 関

発 展 途 上 国

合 計

〔出所JW鉄鋼界~ sR和 52年 11月号， p. 550 

第2-14表新日鉄の工程.j支術分野別海外技術協力内容 C1965~76 年)

閏家i表分

先進国

発展途上回

合計

(注〉技術分野別件数は，契約単位が複数工程の場合それぞれ意複して;;1としたため，

第13表の契約件数とは一致しない。

ct弘所〕第2-13表に同じ。

国家区分

先 進 国

発反途上国

A、
Iコ

第2-15表 新日鉄の形態別技術協力内容(l965~7() 1f) 

〔注〕第 14表の注と同じ理出で、契約件数とは一致しない。

〔出所〕第 2-13表に同じ。

合計

183 

122 

305 

派遣による指導や工場実荷主f通して行われるのであるが，新日鉄の 65q三度か

ら77年度にいたる間の派遣技術者及び受入研修 tの推移は第 2-9函に示す通

りである。この間の派遣技術者総数は， 6，181::f'，であり， 海外技術協力が本

格化した 70年代に入ってからの派遣者数ののびはめざましいものがある (60

年代の平均は年 171名， 70 年代の年平均は 665名)。

-Ji技術受入間の社員を日本国内の製鉄所の工場実習を通して技術指導を
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第2-9図 新日鉄派遣技術者及び受入研修生(延人数〉の推移

人
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(11:¥所〕新日鉄『鉄の話題11，11シンニッテツ.11

行なう受入研修生も総数 2，580名である。 60年代年平均 55名， 70年代には

年平均 287名の受入があり， 技術者の派遣と表裏一体をなして 70年代に入

ってからののびは著しし、。

以上の検討によって明らかなように新日鉄は，旧日本製鉄時代にその技術

的基盤を形成し，八幡製鉄，富士製鉄への分割後は両社の先進諮問からの

技術導入による第 1次，第 2次， i!i'r 3次合理化計画の推進によって刊:界の技

術水準に追いつくことが出来たのみならず，新鋭製鉄所の建設，操業による

技術的ノウハウの蓄積を通して白主技術開発能力を持ち得るにいたったので

ある。 70年の新日鉄発足を闘j坊として鉄鋼技術は， 導入よりも i愉11¥の比設

が橋大し，プラント製作能力と結合して，同社内に総合的エンジニプリング

事業の確立をみたのである。

(つづく)
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1)新宮鉄の発足に関しては，毎日新街全J:編 (1969)Il'新日鉄誕生すJj，毎日新聞社。

111良善彦 (1969)Il'鉄の巨人Jj，開放経済研究所。

2) Il'新日鉄・有{出証券報告審JJ70年 3月， 75年 6刀G

，l)坂元節夫 (1980)r鉄鋼業におけるエンジニアリング事業部門の現;伏と課題JiI鉄鋼

界JJ1980年2月号， p. 320 

Lj)新日鉄 (1975)Il'鉄の話題， No.18-技術協力の話ふ

5)大村l諒 (1977)r発展途上国の一質製鉄所建設に対する協力の現念と実態 IIl'鉄鋼
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